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たように， 1997年の日本調査に始まり 韓国(1997年) アメリカ (1998-99 








]IGS調査は r団体の基礎構造に関する誠査jであり， ]apan Interest Group 
StudyのI各称である。現在では英文表記はより正確に Cross-nationalSurvey on 
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労働，政治，専門家の各自体の密度の伸びも著しい。労働団体も図体数で4%
弱から 9%弱へ，従業者数で 3%弱から 7%弱へ比率が倍増している。同様












































































































































































































































































































































































































































































































第 1j)者 j芋論 33 
表 1-1 市民社会・利益団体の観点から見た韓間現代史年表
1948 第 1 共和 ~jlJ (李承晩政権) f国家保安法J制定
1950 i国会議員選挙法Jが制定される。 1950.6"--']953.7 朝鮮戦争
1952 i寄付金品募集禁止法j 制定

















1987 f民主化宣言」が出される (6月29日)0 f4母国女性団体連合J(21.運動団体)が設立される。
lO)=J 第6共和制()]設泰愚政権)




1993 4 J= r環境運動連合会j 発足
1994 f社会団体登録に関する法律」が「社会団体申告に関する法律j に改正される。
「公職選挙及び選挙不正防止法j がi]jl定される。 9Jヲ f参与連帯J(NGO)発足














2001 1月 女性部新設 5月 fI翠家人権委員会j 設置
2002 大統領選挙が行われ、盛武鉱が第16代大統領に選出された。 (12月19日)
34 











































































































































第 1主 序論 39 
表 1-2 ソウル・京畿道 自体の母集団・標本・回収(団体数)
ソウル 京畿 不i現
IR分 母集団 調査 最終 母集団 調査 最終 最終 Ii)集団 調査最経
対象 ImJI史 対象 回収 i豆1文 対象 回収
IEI民主!と金 20 7 。。 20 7 
国際機関 8 2 。。 8 つ
消費者団体 37 12 。 36 20 。。 73 32 。
外国機関 87 29 。。 87 29 
芸術i歪I{;本 32 10 2 2 2 。 34 12 3 
文化団体 133 44 14 31 12 。。 164 56 lL1 
業界iヨ!{本 1，048 シ19 57 608 198 25 つ 1，6日 547 84 
現Jf~保護団体 69 23 4 46 18 4 。 115 41 8 
青少年!主体 115 38 5 60 19 。 175 57 6 
学会団体 213 72 10 26 12 。 l 239 84 1] 
労働団体 116 62 16 105 34 6 。 221 % 22 
宗教団体 1，294 474 39 457 143 17 1，751 617 57 
社会福祉団体 350 117 48 191 59 17 3 541 176 68 
社会団体 2，136 708 55 861 279 26 1 2，997 987 82 
産業経営者団体 1，743 581 56 351 114 ひ「 2，094 695 62 
専門家i主体 8(あ 266 51 84 31 5 890 297 57 
女性自体 72 24 16 9 。。 88 :ぅヨ
政治団体 お8 122 7 。;活8 122 8 
8，647 2，940 368 2，874 950 108 10 11，521 3，890 486 
ロJ 長終恒jJli(の総493団体の内. 7団体は欠段位である。
表 1-3 ソウ)~ .京畿道 団体の母集団・標本・回収(構成比)
ソウル 京畿道 不明
区分 母集団 調査 :Q子2主耳0、4え〈 母集団 調査
R庄司支市.1合f 1問支1。ノべr I~} 集団 調査 最終
対象 回1史 対象 1S1文 1S11文 対象 @lj兄
国民年金 0.2 0.2 0.3 0.0 。 0.0 0.0 0.2 0.2 0.2 
国際機関 0.1 0.1 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.2 
消費者団体 0.4 0.4 。 1.3 2.1 0.0 0.0 0.6 0.8 0.0 
外国機関 1.0 1.0 0.3 0.0 0.0 0.0 。 0.8 0.7 0.2 
芸術団{本 0.4 0.3 0.5 0.1 0.2 0.9 。 0.3 0.3 0.6 
文化団体 1.5 1.5 3.8 1.] 1.3 0.0 0.0 1.4 1.4 2.9 
業界団体 12.1 11.9 15.5 21.2 20.8 23.1 20.0 14. 14.1 17.3 
環境保護出体 0.8 0.8 1.1 1.6 1.9 3.7 0.0 1.0 1.1 1.6 
青少年団体 1.3 1.3 1.4 2.1 2.0 0.9 0.0 1.5 1.5 1.2 
学会団体 2.5 2.4 2.7 0.9 1.3 。 10.0 2.1 2.2 2.:3 
労[五b団体 1.3 2.1 4.3 3.7 3.6 5.6 0.0 1.9 2.5 4.5 
宗教団体 15.0 16.1 10.6 15.9 15.1 15.7 10.0 15.2 15.9 11.7 
社会福祉団体 4.0 4.0 13.0 6.6 6.2 15.7 30.0 4.7 4.5 14.0 
社会団体 24.7 24.1 14.9 30.0 29.4 24.1 10.0 26.0 25.4 16.9 
産業経営者団体 20.2 19.8 15.2 12.2 12.0 4.6 10.0 18.2 17.9 12.8 
専門家間体 9.3 9.0 13.9 2.9 3.3 4.6 10.0 7.7 7.6 11.7 
女性白H本 0.8 0.8 0.3 0.6 0.9 0.0 0.0 0.8 0.8 0.2 
政治団体 4.3 4.1 1.9 0.0 0.0 0.9 0.0 3.2 3.1 1.6 

























Q 1 (団体分類)， Q 2 (関心のある政策分野)， Q 3 (団体の目的・活動)， 
Q 4 (法人格の有無)， Q 5 (会員の保革イデオロギー)， Q 6 (活動の地理
的範囲)， Q 7 (活動地域における影響力)， Q 8 (国の行政機関との関係)， 
Q 9 (地方自治体との関係)， QIO (行政への直接的働きかけ)， Q11 (行政
への間接的働きかけ)， Q12 (行政機関からの働きかけ)， Q 13 (政党支持)， 
Q14 (政党接触)， Q15 (政党にとって働きかける魅力があるか)， Q16 (選
挙活動)， Q17 (政党からの選挙に関する働きかけ)， Q18 (政治との関係)， 
Q19 (国の予算編成における働きかけ)， Q20 (自治体の予算編成における働
第 1主 序論 41 
表 1 4 日本調査J-JIGSと韓国語査K-JIGSの質問表の違い
]-JIGS K-]IGS ~;13違 違いの内容など
Q 1 Ql I歪!{本分類 選 K-]IGSの団体の自己分類には宗教団体がJIJえられてい
る。
つ 2 政策関心 。
3 3 活動内容 。
4 4 法人絡の有無 。
「ひ 5 保守かiWi.新か ム Q5.lとQ5.2 ]-JIGS革新的→ K-JIGS改革的
6 6 tf吉野1)也j或 。
7 7 影響力自己評価 。
8 8 政j荷との関係 。
9 9 gl治体との関係 。
10 10 直接的働きかけ ム Q10. (I"'li) 1大臣・局長クラス→局長.長官.次官.
(自治体) 1首長→局長以上
11 111M]接 (I~fírv) きかけ ム (I:tlに対して) (3)首長，地方議会の議員参地方自団体
長.地方議会の議員
12 12 行政からの相談 。
13 13 政党支持 対応 政党支持に関する質問で韓国政党の名前に変更。
14 14 政党への接触 対j志 政党支持に関する質問で韓国政党の名前に変更。
37 15 1:1体の政治的魅力 。
16 16 l:tl政選挙時活動 ム r;gl政選挙→国会議員の選挙
38 17 政治からの按触 。
39 18 政治との関係 。
16 19 国の予算編成 。
17 20 自治体の予算編成 。
18 21 信頼度)1[')位 。
19 22 働きかけ有効j支 。
20 23 利益代表性 。
21 24 働きかけ手段 対応 fl主社さ連立政権成立以降を念頭においてJ→「文民政権
以降を念頭にj
.)? 25 活動博報源 。
23 26 人脈 ム Q23. 41~1 治体の苗長→ Q26. 4地方自治体の団体長
24 27 マスコミ露出度 。
25 28 政策への態度 対応 K-]IGSでは1987年以降の重要政策決定に関する質問表
を用いる。
26 29 影響力他者評価 。
27 30 他国体との関係 J主 ]-JIGSではけ1:常に対立的:1 J→ K-]IGS f非常に協調
的 1Jで. 1から 7まで反対。
28 31 政策実施実績 。
29 32 政策担1Jニ実績 。
30 33 団体設立年 。
31 34 設立1寺援助 j、iこrt 韓国質問表には(はい，いいえの選択の質!間)がなく.
記述式のみである。
32 35 会員数 。
33 36 有給職員数 。
34 37 団体予算 対応 K-JIGS予算を韓国のウォンで示す。 Ex)J-]IGS:lOO万円
→1000万ウォン
35 38 補助金 対応 金額の単位がK-]IGS:)]ウォン.]-]IGS:. 万円




注2) .J-J!GS と K-JIGS は質 11\1 表のliI員惑が一部!f~なる。これはよ記表で示したj畠りである。
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きかけ)， Q21 (行政機関，政党・国会議員に対する信頼)， Q22 (政党，行
政，裁判所のどれが有効か)， Q23 (利益代表人数)， Q24 (ロピイング)， Q 
25 (情報源)， Q26 (個人的に接触できる有力者)， Q27 (マスコミ登場回数)， 
Q28 (重要政策決定との関係)， Q29 (影響力)， Q30 (協調・対立)， Q31 
(政策実施成功の有無)， Q32 (政策修正・阻止成功の有無)， Q33 (団体設立
年)， Q34 (団体設立時の援助)， Q35 (会員数)， Q36 (職員数)， Q37 (予
算)， Q38 (補助金・奨励金)， Q39 (矯報機器導入の程j支)。
ちなみに B本における]IGS誠査は， 1997年 3月に調査票を発送(東京3，619，
茨城381，計4，000)，督促状送付後5月に無回答l主体(及び追加247) に対し
て調査票を再度発送し，結果4，2741主体のうち， 1，635 (38.3%)が有効回答で
あった(辻中編 2002)。また，米国調査は，ワシントン D.C.(2，643) とノー
スカロライナ州 (2，625) を対象に1999年 7月に実施され，それぞれ740
(28.0 %)， 752 (28.6 %)の回答を得た。 ドイツでは， 2000年4， 5丹にベル
リン (4，572対象は2，488)，ハレ (1，086対象は612) を対象に調査が実施され，
それぞれ642(25.8 %)， 154 (25.2 %)の回答を得た。中国でも北京市 (2，188














































































































































































あり，政治や公共性への意識を有したものと定義(辻仁1編 2002: 21-22) 
した。その後， !立界的なj司法を概観し，さらに機能的に「市民社会とは，
国家，市場，共同体と相関しつつ現象する，多様な非政府の社会組織によ
















できる党派的競争が可能な社会的条件j を指している (1999: 35)。森山
もこれに近く r自発的なi主体を自由に結成することができる社会j とし
て市民社会を考え「韓l;ruにおける市民社会の形成は，厳密にいえば87年以





( 2 ) 政治体制politicalregime概念、について，政治学の歴史とともに始まる
が，なお必ずしも明維な了解がない(猪口ほか編 2000の『政治学辞典』に
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( 3 ) 韓国の現代政治を政治体制と市民社会概念、を車1に，実践的観点から世
界政治理論的に論じてきた窪章集ですら， 1987年以後の体ff1IJに対する性格
付けは揺らいでいるように見える。 1987年以前の(軍部・官僚)権威主義
体制 (1999: 12， 159) は「民衆の利益を代弁する結社を許容しなかったj
ために「極度に低いレベルの利益代表機能j しか有さなかった(向214-
5 )が， 87年を契機に民主主義に移行し， 87， 88年の選挙を経て「すくな
くとも形式的なレベルでは民主主義の強臣化(consolidation)段階に入った」
(236)と述べ r権威主義体制的要素が続いている民主主義j と性格づけた。

















(4) 後述するが，ここで示した2次元(図 1-4 B)に加えて，第 l巻で
示した文化・規範モデル(辻中編 2002: 222) を共同体(伝統・文化)の
軸に新たに加え， 3次元(図 1-4 A)で現在はこのモデルを発展させつ
つある。
( 5 ) かつて日本でも「圧力|主体Jという用語が輸入された1950年代後半，
同様の指摘が升味準之輔田口冨久治などからなされた。升味 (1960)，田





































第 l 主 !守;論 49 
た。
( 8 ) 韓国のサーベイの一般的な回収率について。韓国のGALLUP世論調査
社は，韓国での郵送調査が l割台しか一般に期待できないことを注意して
いる (http:/hvww.gallup.co.kr)。



















































目される。これは r社会資本 (socialcapital 社会関係資本)Jの議論に適合
するようにも見えるが ここでの f参加Jは 「上からの動員j なのか「下か
らの参加j なのかは明確でない。シン自身は社会団体を通じた大衆動員とい











第 1章でも触れたように 1997年というのは， 87年6月の「民主化宣言j
からちょうど10年にあたる。 5年に一度の大統領選挙の年であり，大きな政




































~i主新 1]<] 間程j変 保守(1ヲ 革新的 間程度 {呆ぞj'I~I守
農業 13.3 13.3 73.3 100.0 58.3 16.7 25.0 100.0 
経済 18.8 14.7 66.5 100.0 23.7 23.7 52.6 100.0 
労働 58.1 15.2 26.7 100.0 72.7 9.1 18.2 100.0 
教育 27.2 15.5 57.3 100.0 25.0 41.7 33.3 100.0 
行政関係 15.5 16.5 68.0 100.0 12.5 12.5 75.0 100.0 
福祉 36.1 16.4 47.5 100.0 34.9 14.0 51.2 100.0 
専門家 31.1 17.9 50.9 100.0 41.9 18.6 39.5 100.0 
政治 33.3 7.4 59.3 100.0 50.0 0.0 50.0 100.0 
市民 57.4 13.0 29.6 100.0 46.2 7.7 46.2 100.0 
宗教関連 。。 28.6 71.4 100.0 62.1 3.4 3-4.5 100.0 
その他 24.7 18.4 56.9 100.0 29.6 9.3 61.1 100.0 






























































































































































































































































内部の問題を解決するj という iヨ的を掲げた新しい社会団体が登場し， 90年
代以降の主要な政治アクターとして成長していく。
















































































































由総連盟J(92年当時の国庫補助金は，それぞれ15億ウォン， 25倍、ウォン， 25 
66 
億ウォンだ、った)は三大宮辺団体と呼ばれ，問題にされた。
こうした世論の批判を受けて 弘年3月 国務総理は f96年から宮辺団体
に対する支援金をすべて削減するJと発表し，政府与党が縮小方針を掲げた。
しかし， 95年の秋には方針を変更して従来に近い額を計上した。上記三大官
辺団体に対する国庫補助は， 96年はそれぞれ20億ウォン 10億ウォン， 10億






















































































































































































































87年 88年 差の I 87年
以前設立 以後設立 有意確率 i以前設立
4.15 3.62 0.003 4.15 
228 156 I 18 
????
?
















































1ミ'J. 完~ 野党 行政官庁 手紙・電話
とJ妾f9!l と接触 と接f9~! で!王力
保有h:{ti'l古j 1.00 -0.08 -0.23* -0.05 -0.23* 
与党と接触 0.08 1.00 0.81 * 0.61* 0.55* 
野党と接j蚊 -0.23* 0.81 * 1.00 0.55必 0.55ホ
行政官庁と接触 -0.05 0.61 * 0.55本 1.00 0.41誌
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教育団体 7 どちらかといえば改革的 4 
行政関係団体 2 間程度 6 
長官祉 l~fI{'本 19 どちらかといえ』ぎ保守的 17 
専門家I'JH小 9 {呆守的 8 
政治団体 2 1lo'，;I (こ{呆守的 2 





団体の方が高く (Q21: rまったく信用できない 1J ~ r非常に信用でき
る:5 J)，統計的にも有意な結果が現れた。他方，官僚・政党・大企業との
関係は，数字が低いほど f協調的Jと回答を設定しているため (Q30:r非常










保革傾向(執行部) 4.10 3.91 
政党支持(新韓国党) 2.10 1.91 
行政への信頼(現在) 2.93 2.62 
行政への信頼(1011:前) 2.90 2.51 
宮:{京との関係 3.52 3.73 
政党との関係 3.72 3.67 






















































































( 1 ) ただし、この投票行動は，者()11と農村という居住地や職業に規定され
たものではなく，年齢と教育水準という変数によるものであることが明ら
かにされている。邦文の研究として福井・李 (1998: 61 -62)を参照。





した。関連分野として， democratic consolidationの議論 CLinzand Stepan 
1996; Diamond and Kim eds. 2000などに社会運動論CMcAdamand Zald 1996; 
















( 5 ) r官辺i主体j という概念は，一般的に使われる暖昧な言葉で，研究書
では「政府や官の周囲に存在もしくは寄生する諸i主体を指す言葉として，
一種の準政府j主体を意味するJと説明され，設立根拠に応じて 2種類に分





役割を果している団体である(金永来編 1997: 165 -166)。以上のように、
「官辺団体Jは，後者をも含めたものとして使用されているが，後者の定
義がi凌昧であるため 本章では前者のみを「宮辺団体j という概念、で扱う。









( 7 ) 一方，地域で体制を支える人々を，官辺団体を通じて組織化すること

















































民連合(経実連)J (Citizens Coalition for Economic Justice: CCEJ)がある。




























各団体への支給額などに関しては，ユ・パルム (2001: 214 -217)。
(22) 代表的なものに， 19弘年に発足した「参与連帯J(Peoples Solidarity 
for Participatory Democracy: PSPD) という NGOがある。公権力から自律
し権力を監視しながら iTからの参加Jを重視する活動で，金泳三政権末
期から注目されるようになり 現在 韓国 NGOの要の 1つになっている。






































































































































まで6段階で開いたものである。分析に捺しては，革新の 3段階 (1，2， 3)， 
















朴政権 朴政権 朴政権 全政権 庇政権 金政権
ぷiコ〉、三itl-
以前 (61 ~71) (71 ~79) (80~87) (88~92) (93~97) 
革新的 度数 15 21 15 31 37 37 156 
構成比(%) 40.5% 39.6% 30.6% 36.0% 44.6% 55.2% 41.6% 
行部執
同程度 度数 5 7 6 13 14 6 51 
構成比(%) 13.5% 13.2% 12.2% 15.1% 16.9% 9.0% 13.6% 
保守的 度数 17 25 28 42 32 24 168 
構成比(%) 45.9% 47.2% 57.1% 48.8% 38.6% 35.8% 44.8% 
度数 37 53 49 86 83 67 375 
構成比(%) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
革新的 度数 17 11 14 21 25 29 117 
構成比(%) 45.9% 20.4% 28.6% 26.3% 29.8% 45.3% 31.8% 
般メ員ふ
同程度 度数 8 15 8 14 27 16 88 
構成比(%) 21.6% 27.8% 16.3% 17.5% 32.1% 25.0% 23.9% 
保守的 度数 12 28 27 45 32 19 163 
構成比(%) 32.4% 51.9% 55.1% 56.3% 38.1% 29.7% 44.3% 
ぷIコ〉、き日l 度数 37 54 49 80 84 64 368 




























問では i1 :非常に革新的な人が多しりから i7 :非常に保守的な人が多


























1986以前 1987以後 差 東京 il 為._王乞ι z 
農業 3.00 4.75料 十1.75 2.00 2.75 
市民 2.・46 4.08 +1.62 3.72 0.36 
福祉 2.26 3.45 十1.19 2.82 0.63 
宗教 3.29 4.38 十1.09 1.86 2.52 
(政治 2.00料*) 3.00*料詠 十1.00 2.26 0.74 
労働 3.71 4.25詮**本 十0.54 3.65 0.60 
全体 2.77 3.24 十0.47 2.62 0.62 
{出 2.40 2.80 十0.40 2.52 0.28 
教育 3.14 3.25 十0.11 2.54 0.71 
行政 2.25 2.13 -0.12 2.28 -0.15 
専門 3.19 3.00 -0.19 2.76 0.24 
経済 2.64 2.00 0.64 2.28 -0.28 
(民主化前後，執行部)
② 韓国において民主化以後の革新「度Jの大きいj煩
A B B -A* 
1986以前 1987以後 差 東京
農業 3.00 4.75制き持 +1.75 2.00 2.75 
労働 3.71 4.25*削* 十0.54 3.65 0.60 
宗教 3.29 4.38 十1.09 1.86 2.52 
市民 2.46 4.08 十1.62 3.72 0.36 
福祉 2.26 3.45 十1.19 2.82 0.63 
教育 3.14 3.25 十0.11 2.54 0.71 
全体 2.77 3.24 十0.47 2.62 0.62 
専門 3.19 3.00 -0.19 2.76 0.24 
(政治 2.00*料) 3.00**** 十1.00 2.26 0.74 
f也 2.40 2.80 十0.40 2.52 0.28 
行政 2.25 2.13 -0.12 2.28 -0.15 








1986以前 1987以後 i~ 東京 差
(政治 2.00料ド) 3.67ネ氷点* 十1.67 2.36 1.31 
労働~ 2.14 3.75誠永~* 十1.61 2.94 0.81 
他 2.43 3.40 十0.97 2.42 0.98 
市民 2.62 3.46 十0.84 2.98 0.48 
行政 1.71 2.38 十0.67 2.45 -0.07 
福祉 2.47 3.13 十0.66 2.60 0.53 
農業 3.00 3.60*仲* 十0.60 2.03 1.57 
全体 2.65 2.99 十0.34 2.47 0.52 
教育 2.86 3.00 十0.14 2.54 0.46 
経済 2.36 2.45 +0.09 2.10 0.35 
宗教 3.00 2.90 -0.10 2.14 0.76 
(民主化前後，一般会員)
④ 韓国において民主化後において革新「度j の大きい順
A B B -A* C B-C判
1986以前 1987以後 必ミ士江立二 東京 泊三広三
労働 2.14 3.75料** 十1.61 2.94 0.81 
(政治 2.00料*) 3.67**料 十1.67 2.36 1.31 
農業 3.00 3.60**判 十0.60 2.03 1.57 
市民 2.62 3.46 十0.84 2.98 0.48 
他 2.43 3.40 +0.97 2.42 0.98 
福祉 2.47 3.13 +0.66 2.60 0.53 
教育 2.86 3.00 +0.14 2.54 0.46 
全体 2.65 2.99 十0.34 2.47 0.52 
宗教 3.00 2.90 -0.10 2.14 0.76 
経済 2.36 2.45 十0.09 2.10 0.35 
行政 1.71 2.38 十0.67 2.45 0.07 
専門 3.27 2.07 -1.20 2.78 0.71 
(注) ネ十は革新化. ーは保守化。**)IHlilの調査であるので直接の比較は無理であるが.
















































































































， 、 ， 
艦 、----ー、¥、〆/
¥、 /'降、、、、//'一〆'‘ー、¥、¥〆/"、号 、 、/'

































































































0.6 士ー東京 ノ ト0.6
構|、人/リ
成ト0.4(f -、 / JJト0.4

















第 3章 子1民社会のイデオロギ一変化:1987年を画期として 97 
→ーソウル(86年以前)
. ソウル(87年以降)
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86年以前の政治団体の Nは1 (他の分類、は，農業7，経済i25，労働 7，教
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86~91年:経済 (8.2から 4.5) が半減，専門家，その他は減る。労働(0.4か
ら1.1へ3倍増)，政治(0.9から1.5へ)が著しく増え，宗教がやや (17%)増
える。




(1.6) ，経済が持ち直し (2.8から3.8)，あとは微減である。宗教はなお 1割以
上の伸びを示す。
団体従業者密度
81 '"'-'86年 全体は緩やかな減少であるが経済だけが減り (136.6から94.1)， 
専門 (4.1から15.0)，政治 (2.6から5.1) が大幅に伸び，その他，宗教(グラ
フにないが宗教130.8から201.4と5割り増し)も伸びる。
86'"'-'91年:経済 (94.1から50.3) が半減専門家その他も減る。労働 (4.5
から17.2へ4倍増) 政治 (5.1から8.6へ)が著しく増え，宗教がやや(19%)
増える。







団体事業所密度 (I~ 4 -1) :日米との比較で団体分類別の現状を確認して
おこう。経済団体は， 80年代までの時期には密度の絶対数でも日本の70年代
の水準で、全体の中で過半数を越える大きな割合を占めたが 2001年の現況で
第 4î~ 形成と政治体IljJの変化 工エエ
はアメ 1)カの半分， Iヨ本の 3分の lまで、縮小した。労働団体は，非常に少な
い密度から日本の 6割，アメリカの4割まで増大した。政治団体は日本とア


























































































































急速に小規模化している (I~ 4 -4 A)。米国の9.2 日本の5.9より小さい











団体分類別で観察すると，韓国(図 4-4 A) では権威主義体制下の81年
には経済が極めて大きく (14.3)，そして労働 (8.0)，専門家 (6.0)，政治，
その他，宗教となる。グラフで分かるように，労働が 96年まで急速に異常
なまで、に規模を拡大し (91年15.0，96年23.8)，その後急速に凋落 (2001~::3.5)
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朴政権 朴政権 全政権 虚政権 金政権

































































































































自体が 1害IJを超え，経済 教育などがそれに続いており 日本の分布と比べ
ても，他のアメリカ， ドイツと比べても多元的な分布を韓毘はもつに至って
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いかという仮説を提出した(村松，伊藤，辻中 1986: 72 -76)。
産業セクター，政策受益，価値推進団体という形成の順序は，ある程度，
韓国で、も踏襲されているようにも見える。

































































































































































回 !一一産業 一国家行政--0 学術教育












での名簿データ (I~ 4 -10)のグラフと向様に，過去に山がある。すなわち，



































ガー (Gurr，Ted Robert) ，マオツ (Maoz，Zeev)は(引用はラセット 1996付
表 2) 畏主制と権威主義体制の中間的形態であると述べる。また変化そのも
のに対して，ハンチントン (1995: 111 -147)は韓国の体制変化を政府と反
対派との「共同行為j によって民主化が生み出された「体制転換j と分類し
ているし，金浩鎮 (1993:385)は革命モデルと上からの自由化モデルの折衷





























































































た(金 1993: 97， 371 -373)。
(2 ) コーポラテイズム，多元主義，階級闘争，エリーテイスト(モニズム，
I~家主導)などについては，村松・伊藤・辻中 (2002)，辻中 (1994)，シ
ユミッター・レームブルッフ編 (1984，86)，山口 (1989)，Linz and Stepan 
(1996) ，ペンペル・恒)1 (19伯:ほか)参照。










1990 ; 1992 ; 1996 ; 1997 ; Lee 1996 ; 1997)。
(4) その類似性を世界的に見れば「双子の国家jと1乎ぶ研究者もいる。佐
藤 (1992)，但し歴史的には逆に対照的な違いがあることを論じている。
( 5 ) Iその他j という分類は その名のとおり，内容がi慶味であるが，大
きく割合を伸ばしており，その内容を特定したいところである。この分類


















体)セクター:その他:辻仁ド編 2002: 263 -269. ちなみに，セクター別の
韓国の特徴を第 1巻から引用すると下記の通り(向 265-266)。
セクター別の構成比表(首都%)
生産者 社会サービスアドボカシー 宗教 その他 N 
韓I~I 19.0 41.0 10.5 10.5 19.0 100.0 353 
1:1本 30.2 34.5 6.6 0.8 27.9 100.0 1403 
米国 22.3 40.7 8.7 4.3 24.0 100.0 715 

















j兄~ 1984. 3. 1。保健全1:会部編『女性団体現況~ 1987. 30 ~I車内言論団体
















































ル 1999: 93)。社会経済的レベル 近代化の程度，それは 1人当りの所得，




































































の高度成長， 70年代に 9%， 80年代に8.3%，90年代には98年を除いて7.2%，
98年を含めても5.7%の画期的な成長(松本・服部 2001: 3) を遂げた。日
本経済が1950年代， 60年代から石油ショックまで12:9半世紀に経験した奇跡と
呼ばれた成長率を韓留は40年間にわたり続けたことになる。こうした点では，
表 5-1 実質経済成長率 表 5-2 1人当り岳民所得
lii.f立% 単位米ド)[_，
年度 日本 韓国 年度 日本 申立i翠 韓j翠/EI本%
1970 8.2 1970 1，953 249 12.7 
1971 8.6 1975 592 
1972 4.9 1977 1，009 
1973 12.3 1980 9，068 1，598 17.6 
1974 7.4 1985 11，508 2.229 19.4 
1975 4 6.5 1987 3，201 
1976 11.2 1990 25，082 5.886 23.5 
1977 lO 1994 37，524 8，998 23.9 
1978 9 1995 41，009 10，823 26.4 
1979 7.1 1996 36，572 11，385 31.1 
1980 4.1 2.1 1997 33，412 10，315 30.9 
1981 2.8 6.5 1998 30，124 6，744 22.4 
1982 3.2 7.2 1999 34，359 8.595 25 
1983 2.4 10.7 2000 37，556 9.770 26 
1984 4.1 8.2 1:¥所 有ml室長行総J.!J!府内閣Iff統計局(日本)
1985 4.3 6.5 
1986 3.2 1 
1987 5 11 
1988 6.4 10.5 
1989 4.9 6.1 
1990 4.8 9 
1991 3.8 9.2 
1992 5.4 
1993 0.3 5.5 
1994 0.6 8.3 
1995 1.5 8.9 
1996 3.9 6.8 
1997 0.8 5 
1998 -2.9 6.7 
1999 -1.3 10.9 




表 5-3 輪出 表 5-4 経常収支
ili{立 1007;米ドル 単{立 1007;米ドル
年度 韓I~ 日本 年度 韓i翠 日本
1%0 32 4，055 1980 5，312 -10，750 
1%5 175 8，452 1981 -4，6侃
1970 835 19，318 1982 2.550 
1975 5，081 55，757 1983 1，524 
1980 17，504 129，807 1984 1，293 
1985 30，283 175，638 1985 -795 51，130 
1986 泊，714 1986 4，709 
1987 47，280 1987 10，058 
1988 60.6% 1988 14，505 
1989 62，377 1989 5，360 
1990 65，015 286，948 1990 -2.003 44.080 
1991 71，870 1991 8.317 
1992 76，631 1992 -3，942 
1993 82.235 1993 989 
1994 %，013 1994 3，866 
1995 125，058 442，937 1995 -8，507 111，040 
19% 129，715 412，433 19% -23，004 
1997 136，164 422，881 1997 8，166 
1998 132，313 386，271 1998 40，364 
1999 143，685 417，442 1999 24，476 






分の 1，経済規模は 5分の l程度である。 1人当り国民所得(表 5-2)で
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第1次 第2次 第3次 第1次 第2次 第3次
10.1 42.6 47.2 2.8 40.4 56.8 
8.9 44.9 46.3 2.5 39.5 58 
5.7 42.9 51.4 1.9 37.9 60.2 
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中は，全盟人口が呂本 1億2，692万人の 3分の l強の4，700万人 (2000年)で
あることを考えれば 3倍以上の集中度といえるだろう。










1920 38.7 56.1 5.2 36.5 58.3 5.3 
]930 39.9 56.2 3.9 36.6 58.7 4.8 
1940 41.9 54.5 3.6 36.1 59.2 4.7 
1950 41.6 58.2 0.0 35.4 59.6 4.9 
1960 42.3 54.8 2.9 30.2 64.1 5.7 
1970 42.5 日.4 3.1 24 68.9 7.1 
1980 34.0 62.2 3.8 23.5 67.3 9.1 
1990 25.6 69.3 5.1 18.2 69.5 12 
1997 22.4 71.3 6.3 15.3 69 15.7 
2000 21.1 71.7 7.2 14.6 67.9 17.3 


























高校卒業 大卒以上 高校卒業 大卒以上
1970 10.2 4.9 
1975 13.9 5.8 
1980 18.9 7.7 38 13.7 
1985 25.9 10.2 
1990 33.5 14.1 40.7 19 
1995 38 19.7 












1970 44 4.396 138 178 
1975 36 6，010 170 176 
1980 30 8，000 210 151 
1985 35 10，000 245 124 
1990 39 12，000 280 125 
1991 50 15，000 347 124 
1992 63 18，000 412 121 
1993 116 17，500 397 122 
1994 62 17，714 398 121 
1995 62 17，700 39-1 121 
1996 60 122 
































1970 720 19 223 335 1992 1013 275 900 615 
1975 850 71 520 359 1993 1013 295 906 641 
1980 944 165 678 539 1994 1017 323 909 679 
1985 1005 189 786 579 1995 1023 334 913 681 
1990 1011 210 899 611 1996 1037 336 954 683 
1991 1012 263 899 613 1 1997 1039 348 956 686 
出所:UNESCO， Statistical Y，己arbook，1999 
第 5i支社会空間 工55
テレビは日本の半分の水準(表5-9)である。





さらにニュー・メディアになるといわゆる「韓日逆転j 現象(木宮 2003: 
















表5-10 インター ネッ 表 5-11 携帯電話 表 5-12 個人パソコ
ト利用者数 加入者数 ン保有台数
年度 韓国 日本 年度 韓国 日本 年度 韓国 日本
1999 23 21 1997 15 30 1997 15 20 
2000 40.5 29.3 1998 30 37 1998 17 加
2001 52.1 43.9 1999 50 45 1999 22 29 
2000 57 53 2000 28 32 
表5-lO~12 2001 61 57 2001 32 35 
lji{立名(人口100名当り)


























年度 1韓国 日本 年度 韓国 1:1本
53.4 43.2 1995 49.2 37.8 
50.5 38.7 1997 47.8 38.2 
53.1 41.1 1998 46.1 37.5 
53.8 41.5 1999 50 37.4 
49.8 40.8 2000 49.3 38.7 
/:1¥所統計庁(斡). ijitJ'j 勤労統計調査J(1:1) 
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他方で，韓国での製造業の労働分配率は1985年で27.1%，1999年で19.4%








1%3 224，000 9.4 
1%5 泊6，000
1%7 405，000 
1970 4 3，482 17 473，259 12.6 
1971 3，507 17 497，221 
1972 3.391 17 515，292 
1973 3，268 17 日8，054
1974 3，784 17 655.785 
1975 133 4.073 17 750，235 
1976 110 4，371 17 845，630 
1977 % 4，580 17 954，727 
1978 102 4，857 17 1，054，608 
1979 105 4，947 17 1，088，侃1
1980 407 2，618 16 948，134 14.7 
1981 186 2，141 16 %6，738 
1982 88 2，194 16 984，136 
1983 98 2.238 16 1，009，881 
1984 113 2.:渇5 16 1，010，522 13.2 
1985 265 2.534 16 1，004，398 12.5 
1986 276 2.658 16 1，035，890 12.3 
1987 3.749 4，086 16 1，267，457 13.8 
1988 1，873 6，142 21 1，707，456 17.8 
1989 1，616 7，861 21 1，932，415 18.7 
1990 322 7.698 21 1，886，884 18.4 
1991 234 7.656 21 1，803，408 17.2 
1992 235 7，527 21 1，734，598 
1993 144 7，147 26 1，667，373 
1994 121 7，025 23 1，659，Oll 
1995 88 6，605 23 1，614，800 13.8 
19% 85 6.424 23 1，598，558 13.3 
1997 78 5.733 37 J，484，194 12.2 
1998 129 5，560 39 1，401，940 12.6 
1999 198 5.637 39 1，480，666 
2000 250 5，698 39 1，526，995 11.6 
2001 6，150 38 1，568，723 




























本の講和独立後最大の1975年紛争， 3，391件， 273万人， 802万日にほぼ匹敵す


















れ， 1952年から60年まで 3IETIなされた後中断していた選挙も， 91年には地方
議会議員選挙， 95年には首長選挙を含む第 l回統一地方選挙が， 98年には第









1991 26.1 18.4 7.7 27.3 9.9 17.4 
1992 27.2 18.4 8.8 27.9 9.6 18.3 
1993 27.8 19.3 8.5 28.7 9.9 18.8 
1994 29.8 20.5 9.3 28.7 9.9 18.8 
1995 26.6 19.3 7.3 30 10.6 19.4 
1996 28 20 7.9 29.4 10.4 19 
1997 28.8 20.4 8.4 28.6 10.1 18.5 
1998 32.2 23.7 7.8 30.5 11.3 19.2 
1999 32.6 24.8 7.8 3l.7 12.3 19.4 
2000 33.5 24.6 8.9 31 12.3 18.7 





GDPは2000年に4，572億ドルで， 日本の 4兆7，640f意、ドルの 1害Ij弱である。総
支出の比率は， 91年の26%から2001年の34%へと伸びており，日本の GDP
比 (2000年31%) を越えている。
中央と地方の対比では， 91年が中央 GDP比18.4%対7.7% (構成比70%対
30%)から2001年の24.9%対8.8% (74%対26%) へと次第に地方へシフトし


















































































特恵が認められ，統f!l1Jの道具として税制優遇が用いられた(磯崎 2001: 356 
-7)。特に，団体の選挙運動については，国会議員選挙法(1950年)，民議























































































































































































































































































( 2 ) この「代表者jという語は， 1997年11丹14日に r代表」に改正された。






























































































































































































民運動団体として富家 またi 民運動団体として国家 また i は地方自治体の出揖・補助を



























設立または運営しているi主体J 者になろうとする者を含む) 1 を支掻するために設立された
4特定の政党(創党準備委員会i を支援するために設立された i 団体。
を含む)または候補者(候補| 団体。 15医療保険法によって設でIされ





















































1.自家・地方自治団体 または第53条の第 1項 l の第4号乃至第6号で規定された政府投資機
の第4号乃至第6号で規定された政府投資機 i 関。
!調。 12.契(ケイ)などの個人間の私的な集まり。




②第 l項での f対談j とは，一人の候補者また iいう。「討論j とは，二人以上の候補者または討
は対談者が所属政党の政綱・政策あるいは候補|論者が司会者の主管で所属政党の政綱・政策あ
者の政見などについて司会者あるいは質問者の|るいは候補者の政見などに関する主題について





































































改正2002.2.16 改正1989.12.30 11980.12.31 





導下にある外国法人及び外国 1 i幕下にある外国法人及び外国 i導下にある外国法人及び外国




3.1~1家または地方自治団体が株 13. 国家または地方自治団体が盤 13. 国家または地方自治団体が株
式または持分の過半数を所有j 式または持分の過半数を所有 i式の過半数を所有している企
している企業体。 1 している企業体。 1 業体0
4.言論機関及び言論団体。 14.言論機関及び言論団体。 14.政党法第17条但し書きで定め
5.事業または業業場日iIに組織さ 15.労働団体。 1 られた言論人が所属する言論
れた単作労働組合。 16.学校法人。 1 機関及び言論団体。
6.学校法人。 17.宗教団体。 15.差盤丘陛i
7.宗教団体。 18.3事業年度以上続いて損失を 16.学校法人。
8.3事業年度以上続いて損失を| 出し その損失が補填されて 17.宗教団体。
出し，その損失が補填されて| いない企業体。 18.3事業年度以上続いて損失を




































































































の分布は7.7%，61年~70年が10.3% ， 71 ~79年が1 1.0% ， 80~86年が15.0% ，
87~89年が14.4%. 90~92年が17.7%. 93~96年が23.7% となっている(市民
の新聞:1997)。この結果は 1987年に民主化されて以降に設立された新しい
団体が，全民間団体のうち55.8%に達することを意味している。









































































































l人の場合が15.4%， 2~ 5人が53.8%，6~10人が13.7% ， II ~20人が8.6% ，
















1-10 27 00.0) 43 (39.8) 12 (7.5) 
11-50 92 (34.4) 37 (34.3) 48 (30.2) 
51-100 44 (l6.4) 13 (12β) 18 (11.4) 
101-500 56 (20.8) 9 (8.3) 39 (24.5) 
設立当初
501-1000 15 (5.6) 1 (1.0) 9 (5.6) 
1001以上 35 (13.0) 5 (4.6) 33 (20.8) 
合計(名) 269 (100.0) 108 (100.0) 159 000.0) 
1-10 6 (3.6) 25 (33.8) 3 (2.8) 
11-50 30 08.1) 21 (28.4) 16 (14.6) 
51-100 25 (15.0) 1 04.8) 12 (11.0) 
101-500 45 (27.2) 1 (14.8) 31 (28.5) 
10年前
501-1000 19 (11.4) o (0.0) 7 (6.4) 
1001 以上 41 (24.7) 6 (8.1) 40 (36.7) 
合計(名) 166 (100.0) 74 000.0) 109 000.0) 
1-10 1 (3.6) 45 (31.7) 3 (1.4) 
11-50 48 (15.7) 40 (28.2) 26 02.5) 
51-100 34 (11.1) 16 (11.2) 19 (7.6) 
現在 101-500 74 (24.2) 23 06.2) 4之 (20.1)
501-1000 38 (12.4) 5 (3.5) 20 (9.6) 
1001以上 101 (33.0) 13 (9.2) 102 (48.8) 







































l千万 1千万 3千万 5千万 l{:意 3億 10倍、 20億 100億
合計
以下 -3千万一5千万一l倍、 -3億 -10億一20億 -100億以上
燦業団体 2 2 2 つ 2 4 。 :3 18 
経済団体 4 2 4 9 8 6 5 3 4之
労働i主体 ? 2 5 。 2 。 20 
教育団体 2 5 3 6 6 4 2 3 。 31 
行政団体 ワ 2 4 。 3 3 2 18 
専門家団体 4 10 3 6 16 12 4 7 3 65 
福祉i宝{本 5 6 7 1 1 13 G 1 55 
政治団体 2 。 4 つ 。 。 。 10 
市民団体 12 6 8 5 9 3 。 。 。 43 
宗教団体 5 6 3 7 14 3 3 3 1 45 
ぷf=〉l、d.j 39 43 32 53 74 51 18 24 13 347 





















































件数 金額 比率(%) 件数 金額 比率(%)
I~I 民統合 29 12.5 16.7 !君民統合 22 8.4 1.2 
ワールドカ動ップ/
文化ili民運 1] 4A 6.0 
ワールドカ動ップ/
文化市民連 21 8.7 11.6 
ボ青少ラ年ン保テ護ィア/ 38 12.6 16.8 ボランティア 20 8.2 11.0 
不新正知腐識敗人退放/ 13 5.4 7.2 透明社会構築 8 3.2 4.3 
環資源境保節約護/ 21 8.1 10.8 嬰資源境保節約護/ 21 8.2 10.9 
安災害全管救理助/ 7 2.6 3.5 安災害全管救理助/ 10 3.5 4.6 
北在朝外鮮向住胞支民緩/ 1 5.3 7.1 民族和解協力 24 7.0 9.3 
市民参与拡大 43 15.1 20.2 市民参与拡大 34 11.8 15.7 
国人権際保交護流等/ 22 8.9 11.9 人青権少年/女の性人/権保護 35 9.9 13.2 
N国G際O交基流盤構築/ 21 6.5 8.6 
195 75 100 216 75 100 






















































































































































































臨時株主総会召集請求権， 0.01%で代表訴訟提訴権， 0.5% (0.25%)で理事






































































「落薦J 対象者から不出馬を宣言した人を除いて，最終的に102名 1~::t 64名が
公認を受けた。その他に出馬した人の中で「落薦J対象選定基準に照らして
問題がある人物の22名を追加して 86名についての「落選J対象者1)ストを





















































































































は「政府無しのガバナンス[共治] (governance without government) Jの概
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* [ ] I均の言葉は，読者のために訳者が補足したものである。
* 韓国語独特の表現である場合には 訳者が括弧 rJもしくは傍点・
を加えた。
(1) 韓留の世論を主導している専門家(教授，政治家，官僚，大企業重役，
第7'1!安 市民社会とニューガバナンス:民主化以後の市民団体の政治化 211 
言論人，法曹人等)約1000人を対象として調査した資料によれば r韓国
を動かしている最も影響力を持つ集団や勢力Jとしては.政治中躯 (27%)
次に市民|主体 (25%) が重要であるという結果が出た (W時事ジャーナル~576
号， 2000年11月91ヨ)。その次に影響力がある団体としては，与党の民主
党 (16.2%上野党のハンナラ党 (14.9%)，財界 (11.1%にマスコミ
(10.2%に労働界 (5.1%に宗教界 (4.7%)，宮僚集団 (4.1%)，財界自体
である全経連 (4.0%) の)1煩になった。第 1章参照。
( 2 ) K-]IGS 調査実証分析についてのコードブックは辻仁~I豊編著 WI主体の基










( 5 ) 調査された社会仁!コ 11~J 団体の有給職員数は，常勤と非常勤を I.R分してみ
ると，まず常勤数の場合は 1'"'-'10名 (274:69.7%に 11'"'-'30名 (58:14.8%に
31 "'50名(15:3.8%)， 51'"'-'70名 (9: 2.3%に 71'"'-'90名 (5: 1.3%に 91
'"'-'20名 (15:3.8%)，200名以上 (17: 4.3%) であり，次に非常勤数は，
1 "'10 (160: 75.2%)， 11"'30名 (33:15.5%)，31'"'-'50名 (11: 5.2%)， 




100万ウォン以下 (67.5%に 100'"'-'500万ウォン(0 %)， 500'" 1000万ウォ
ン (0%に 1000'"'-'5000万ウォン (2.2%)， 5000万'"'-'1倍、ウォン (0%)， 
l億ウォン以上 (0%)となった。地方自治体からの補助金および支援金
の実態は821主体が明らかにしたが 支援金なし (32.9%)，100万ウォン以
下 (64.7%に 100'"'-'500万ウォン(1.2%)，50'"'-' 1000万ウォン (0%)， 
1000万"'500075ウォン (0%に 5000万"']億ウォン(1.2%)， 1億ウォン
以上 (0%)となった。




(8 ) 括弧内の%は，上場企業の中で資本金 1千億ウォン以上の企業の場合
の%である。一方で非上場企業の場合は，臨時株主総会の招集請求権は 3%， 
代表訴訟提訴権は 1%，重役解任の請求権は 3%，会計i帳簿閲覧権は 3%， 
株主提案権は 3%になっている。
(9 ) 歴史的制度主義についての議論は， Steinmo， Thelen， & Longstl剣士1
(1992)参照。またItlr絶された均衡および政策研究の制度的特性について
の論議は， Krasner (19剖， 1988)， )江主載錦(19悩)参照。

































































の継続と，ネットワークの存在があげられてきた(辻 l宇1988;曹 1995; 
















































「与党ネットワーク j として I~定化しでも不思議ではない。韓国においても与
党ネットワークが形成されておかしくないのである。
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表8-1 活動対象の地理的範関
E:J本 市IlIJ村 ノIl三s、 広域開 1:1本全国 世界 N 
東京 全体 14.3 11.0 11.1 49.7 13.8 1388 
農業 23.6 22.9 2.9 45.7 0.0 35 
経済 16.2 13.2 16.5 48.9 5.1 272 
労働 16.8 14.0 23.4 39.3 6.5 107 
教育 4.9 7.4 7.4 67.2 13.1 122 
行政 11.9 14.8 8.9 57.0 7.4 135 
福祉 24.7 15.3 8.2 40.0 11.8 85 
専門家 4.5 3.8 7.5 63.2 21.1 133 
政治 20.7 24.1 10.3 34.5 10.3 29 
市民 32.8 8.6 6.9 27.6 24.1 58 
宗教
茨城 全体 51.8 33.5 8.4 4.2 2.1 191 
農業 76.8 14.3 7.1 1.8 0.0 56 
経済 69.0 24.1 3.4 3.4 0.0 29 
労働 18.2 36.4 27.3 18.2 0.0 22 
韓i翠 可l1tl区 広域市・ j藍 rEJ或!盟 韓国全国 世界 N 
ソウ)v 全体 17.8 11.5 3.7 54.3 12.6 348 
農業 7.7 15.4 7.7 61.5 7.7 13 
経済 12.8 15.4 12.8 43.6 15.4 39 
労働 21.4 28.6 0.0 50.0 0.0 14 
教育 13.3 16.7 6.7 53.3 10.0 30 
行政 29.4 11.8 0.0 58.8 0.0 17 
福祉 36.0 14.0 0.0 36.0 14.0 50 
専門家 10.4 4.2 0.0 75.0 10.4 48 
政治 44.4 22.2 11.1 22.2 0.0 9 
市民 14.3 7.1 3.6 67.9 7.1 28 
宗教 1l.8 。。 2.9 52.9 32.4 34 
!)Z畿 全体 59.2 8.7 5.8 19.4 6.8 103 
l襲業 62.5 0.0 0.0 37.5 0.0 8 
経済 75.0 0.0 25.0 0.0 0.0 4 
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表8-2 活動領域と政策関心(%)
く日本>
i'!'illH;j り長 広域!盟 日本全国 i立界
厚生福祉 45.2 厚生福祉 45.1 業界 39.6 環境 35.8 !翠際協力 67.2 
環境 39.2 業界 39.9 !享生福祉 39.0 業界 35.8 文教スポ 47.9 
消費者A 37.2 財政 35.9 金融 36.4 i翠際協力 33.3 環境 34.9 
財政 36.7 消費者 30.7 労働 35.7 厚生福祉 32.9 厚生福祉 28.6 
地j或1)自発 36.2 金融 30.1 財政 33.8 消費者 27.7 科学技術 24.5 
j也方行政 35.2 労r{動 30.1 通路 30.5 財政 25.5 外交 22.9 
業界 35.2 5ilJ克 28.1 環境 29.9 金融 24.9 通信情報 20.3 
1ノ入zYfでiJ~!、 31.7 j世方行政 24.2 消費者 27.9 通商 24.3 業界 19.8 
労{必j 25.1 文教スポ 19.0 公共事業 24.7 労働 22.3 財政 19.8 
通商 24.6 j也j或lilUe 19.0 文教スポ 20.8 通信情報 22.0 通商 17.7 
文教スポ 20.6 j盈i潟 18.3 国l際協力 20.8 文教スポ 20.8 地l)ixl~fHÊ 17.2 
公共事業 20.1 公共事業 18.3 地域iJ再発 19.5 科学技術 18.4 金融 15.1 
i蛮際Ih力 15.6 通信情報 14.4 通信情報 18.2 農林水産 17.8 消費者 14.6 
j農林水産 13.6 i主!際協力 13.7 地方行政 15.6 運輸交通 17.4 労働 12.5 
運輸交通 14.6 農林水産 13.7 農林水産 13.6 J也j或IJ再発 17.0 司法人権 12.5 
通信情報 14.1 運輸交通 13.1 運輸交通 13.6 公共事業 16.5 地方行政 12.0 
司法人権 14.1 司法人権 10.5 外交 11.7 地方行政 12.3 燦林水産 11.5 
治安 13.1 治安 6.5 科学技術 11.7 外交 7.8 運輸交通 11.5 
安全保障 10.1 安全保障 5.2 司法人権 8.4 司法人権 7.7 安全保障 11.5 
科学技術 8.5 外交 5.2 安全保障 7.8 安全保障 6.5 公共事業 9.9 
外交 8.0 科学技術 4.1 治安 4.5 治安 6.2 治安 6.8 
く韓国〉
i'!日部125: 広域r!i・道 広j或i盟 税i翠全i主j l!t界
地j或1自発 44.6 厚生福祉 29.3 業界 46.2 j享生括性 34.0 厚生福祉 42.2 
厚生福祉 38.5 文教スポ 24.4 厚生福祉 38.5 文教スポ 33.0 文教スポ 42.2 
環境 32.3 労働 24.4 財政 38.5 環境 30.9 環境 42.2 
文教スポ 20.0 業界 22.0 通商 :治.5 業界 24.7 国際協力 31.l 
労働 18.5 運輸交通 22.0 文教スポ 30.8 国際協力 20.6 外交 28.9 
消費者 18.5 環境 17.1 環境 30.8 財政 19.1 財政 24.4 
業界 16.9 金融 17.1 金融 30.8 地l或1m発 17.0 金融 24.4 
金融 16.9 地方行政 12.2 地jxl)再発 30.8 消費者 16.0 通詞 24.4 
地方行政 16.9 地域開発 9.8 農林水産 23.1 金融 14.9 科学技術 24.4 
財政 15.4 財政 9.8 国際協力 23.1 司法人権 12.9 業界 20.0 
通信情報 15.4 通路 9.8 労働 15.4 通商 12.4 地J或1Jf.l9'e 20.0 
運輸交通 12.3 消費者 4.9 運輸交通 15.4 労働 11.9 司法人権 20.0 
治安 12.3 治安 4.9 地方行政 15.4 公共事業 11.3 消費者 17.8 
!;ID際i高力 10.8 公共事業 4.9 通信情報 15.4 農林水産 10.8 労働 15.6 
科学技術 10.8 農林水産 4.9 科学技術 15.4 科学技術 10.8 j邑{言情報 15.6 
安全保蹄 10.8 通信情報 2.4 安全保障 15.4 地方行政 9.8 運輸交通 13.3 
通商 9.2 国際協力 2.4 消費者 7.7 治安 8.8 公共事業 11.1 
司法人権 9.2 科学技術 2.4 公共事業 7.7 通信情報 8.2 農林水産 11.1 
公共事業 9.2 安全保障 2.4 E司法人権 7.7 運輸交通 7.7 安全保障 11.1 
外交 7.7 司法人権 2.4 外交 7.7 安全保障 6.7 地方行政 8.9 




日本 市IIlT村 lj~ 広域間 E:I本全国 |立界
1位 Ihカ!主体 1.00 自治体 1.00 協力団体 1.00 li 1.00 専門家 1.00 
2位 自治{本 0.93 協力i王i体 0.90 医i 0.% 団体員 0.70 団体員 0.97 
3位 団体員 0.61 専門紙 0.88 専門紙 0.94 協力百H本 0.66 lhカi立l{.本 0.85
4{立 草子!ヨ'Jt1f・ 0.54 i盟 0.57 マスコミ 0.76 専門紙 0.64 専門紙 0.73 
5位 マスコミ 0.52 マスコミ 0.54 |主体員 0.67 マスコミ 0.44 i盟 0.66 
6{立 i主i 0.46 i主体員 0.54 g!治体 0.54 専門家 0.39 マスコミ 0.65 
7位 地方議員 0.27 専門家 0.20 専門家 0.40 企業 0.19 その他 0.33 
8{立 専門家 0.24 その他 0.12 企業 0.36 自治{本 0.14 企業 0.23 
9{立 その他 0.18 地方議員 0.10 その他 0.12 その他 0.11 自治体 0.18 
10位 企業 0.12 国会議員 0.08 国会議員 0.10 国会議員 0.04 国会議員 0.06 
1H立 政党 0.10 政党 0.06 政党 0.08 政党 0.03 政党 0.02 
12位 国会議員 0.09 I1":二A分Sν毛3 。04 地方議員 0.03 地方議員 0.01 地方議員 0.01 
韓i翠 干lill¥1亙 広J!j¥(ili・j活 広域間 韓国全国 世界
I位 手H!l*長 1.00 専門家 1.00 専門紙 1.00 i主i 1.00 マスコミ 1.00 
2位 マスコミ 0.89 団体員 0.67 i型 0.80 i主体員 0.91 専門家 0.71 
3位 政党 0.86 I~! 治体 0.64 協力団体 0.75 マスコミ 0.87 i主体員 0.71 
4{立 専門家 0.79 専門紙 0.57 マスコミ 0.70 専門紙 0.67 協力i主{本 0.62 
5位 自治体 0.75 マスコミ 0.45 団体員 0.65 専門家 0.56 専門紙 0.55 
6{立 IT O.部 i冨 0.37 専門家 0.60 協力団体 0.54 i盟 0.38 
7位 団体員 0.37 Ih7JI]{:本 0.34 その他 0.50 自治{本 0.25 その他 0.17 
8位 企業 0.23 政党 0.19 自治体 0.10 その他 0.13 自治体 0.14 
9位 協力i立i体 0.09 その他 0.03 国会議員 0.00 盟会議員 0.09 企業 0.05 
10位 地方議員 0.07 地方議員 0.03 政党 0.00 政党 0.05 政党 0.00 
11位 密会議員 0.04 国会議員 0.01 企業 0.00 μ/"二珂」句与ミご 0.04 国会議員 0.00 
12位 その他 0.02 企業 0.01 地方議員 0.00 地方議員 0.02 地方議員 0.00 
注)jl!(oi{立の算出方法 If!I答iまi体が情報訪日のl{立として選択したものに 3点. 2 {立に 2点. 3{立に l点を与え，
その得点の合計を順位の基準とした。
表 101 01 の数値は，それぞれの空間においてif~i弱点を獲得した情報源を 1 とした場合の比率。
表 8-4 働きかけの対象(1位)
行政 政党 裁判所
fli1iI¥IK 1.00(1.00) 0.30(0.42) 0.11 (0.25) 
広域市・道 1.00(1.00) 0.36 (0.45) 0.(泌(0.14)
広域密 1.00(1.00) 0.00(0.62) 0.00(0.24) 
韓j詔全国 1.00(1.00) 0.16 (0.38) 0.03(0.15) 
1i界 1.00(1.00) 0.10(0.30) 0.07 (0.16) 






















市1<<1区 44.6 46.2 52.3 24.6 43.1 26.2 7.7 18.5 
jよj或i'ji.道 58.5 53.7 63.4 14.6 58.5 24.4 12.2 7.3 
広j或{盟 69.2 38.5 53.8 38.5 61.5 30.8 7.7 15.4 
全国 47.9 38.7 44.8 12.9 52.1 23.2 5.7 10.8 
世界 48.9 33.3 37.8 8.9 42.2 17.8 4.4 13.3 
全体 49.4 4l.l 47.8 15.6 50.3 23.5 6.7 12.3 
自治体 許認可法的規制行政指導協力支持意見交換委員派遣ポスト提供補助金
市1tIlR 49.2 49.2 46.2 26.2 36.9 15.4 6.2 24.6 
広域jli・道 46.3 39.0 48.8 7.3 部.5 19.5 4.9 12.2 
広域組 46.2 15.4 30.8 23.1 69.2 30.8 0.0 15.4 
全i主j 22.2 15.5 24.2 11.9 35.6 11.3 1.5 4.1 
世界 31.1 20.2 17.8 11.1 26.7 8.9 0.0 4.4 
全体 31.8 24.9 30.4 14.2 38.5 13.4 2.5 9.2 
i治主!体とIの也ブ両3方自 許認可法的規制行政指導協力支持意見交換委員派遣ポスト提供補助金
市部IZ: 43.1 44.6 44.6 20.0 30.8 15.4 6.2 13.8 
広j或市・道 39.0 36.6 46.3 7.3 51.2 14.6 4.9 4.9 
広域間 46.2 15.4 30.8 7.7 53.8 23.1 0.0 0.0 
全国 19.1 13.9 22.7 6.7 32.0 9.3 1.5 1.0 
世界 28.9 20.0 15.6 4.4 26.7 8.9 2.2 。。





TllUJ;H 29.6 29.1 33.2 12.1 16.1 3.5 3.5 7.5 
vヨ1て 28.8 35.9 40.5 17.0 26.8 5.2 4.6 10.5 
広域間 46.8 44.2 48.1 5.8 38.3 9.7 3.9 11.7 
全国 40.4 35.2 54.3 17.5 44.5 19.7 12.6 15.5 
|世界 38.0 20.3 30.7 9.9 32.3 10.4 7.3 19.3 
全体 37.3 32.6 44.5 13.9 35.0 13.0 8.4 13.5 
g，治体 許認可法的規HilJ 行政指導協力支持意見交換委員派遣ポスト提供補助金
mll]'村 36.7 26.6 38.7 19.1 26.6 16.1 6.5 35.7 
~ミs、 47.1 39.9 49.7 18.3 35.9 16.3 7.2 24.2 
広j或j盟 35.7 32.5 42.9 7.8 29.9 7.8 2.6 7.8 
全国 11.9 1.7 18.4 7.2 20.6 6.8 1.6 3.6 
世界 11.5 10.4 10.9 5.7 19.3 6.8 1.0 4.2 
全体 21.6 18.6 25.7 9.7 23.4 9.0 2.9 10.8 
両方 許認可法的規制行政指導協力支持意見交換委員派連ポスト提供補助金
市IlT;H 22.1 2l.l 22.1 8.0 12.1 之5 0.5 4.5 
県 20.3 29.4 32.7 13.1 20.9 4.6 1.3 4.6 
広域間 28β 30.5 35.1 3.9 27.3 5.8 1.3 2.6 
全国 9.9 1O.Ll 17.0 5.2 18.3 5.4 1.2 1.4 
世界 10.4 8.3 9.9 3.6 16.7 5.2 1.0 2.6 















































































































市till亙 広域rli・道 広域i潤 全i翠 |世界
35.3 (22.6) 34.4 (26.8) 54.5 (26.0) 33.803.6) 31.0 (9.4) 
42.3 (43.8) 43.5 (48.3) 62.5 (38.9) 37.5 (16.7) 45.0 (14.5) 
28.0(15.9) 11.1 03.7) 33.3(7.8) 16.7(4.6) 0.0(0.0) 
61.1 (38.9) 57.1 (50.6) 71.4 (58.2) 53.7 (32.1) 77.8 (23.1) 
21.2(3.2) 16.7(2.6) 25.0(1.1) 20.7(2.3) 10.0(4.3) 
25.604.6) 37.5(24.8) 50.0(27.9) 43.7(27.1) 44.8(20.8) 
31.8 (31.3) 50.0 (37.9) 55.6 (43.3) 48.2 (33.3) 57.9 (30.6) 
19.0 (9.3) 0.0 (16.8) 33.3 (6.3) 24.0 (8.6) 20.0 (2.9) 
70.0 (24.1) 64.3 (16.8) 57.1 (59.7) 67.9 (60.3) 71.4 (55.8) 
12.1 (3.3) 16.7 (2.6) 40.0 (3.4) 26.6 (6.8) 羽.4(7.9)
50.0 (21.6) 36.4 (22.9) 44.4 (28.8) 35.0 (8.6) 29.6 (9.9) 
58.6(37.5) 47.8(43.1) 57.1(26.7) 39.3(9.3) 33.304.5) 
38.1 (16β) 10.0 (10.5) 0.0 (7.8) 16.0 (6.3) 22.2 (l.5) 
71.4 (33.3) 76.9 (42.9) 60.0 (40.3) 58.609.8) 57.1 (25.0) 
41.7(7.7) 10.0(2.6) 25.0(2.3) 17.7(1.6) 20.0(4.3) 
市1tl¥区広域市・道 広域i霊i 全I;JTI 世界
① 27.7(14.6) 38.7(19.6) 27.308.8) 32.3(6.8) 25.0(9.9) 
② 36.4 (16.2) 50.0 (25.2) 30.0 (29.4) 44.4 (14.2) 33.3 (22.7) 
③ 7.1 (11.1) 0.0 (6.5) 0.0 (5.8) 12.2 (2.3) 10.0 (1.7) 
④ 53.3 (25.0) 60.0 (36.4) 33.3 (40.3) 48.1 06.8) 62.5 (23.1) 
⑤ 15.6 (2.2) 18.8 (2.6) 20.0 (2.3) 21.8 (0.7) 10.0 (5.0) 
① 54.9 (48.2) 32.3 (44.4) 50.0 (23.8) 36.800.7) 19.202.5) 
② 61.5 (60.3) 41.7 (56.1) 54.5 (50.6) 48.7 (23.8) 29.4 (29.3) 
③ 33.3 (22.2) 0.007.4) 0.0 (13.0) 18.4(2.8) 0.0 (1.7) 
④ 75.0 (70.4) 53.3 (76β) 50.0(67.2) 57.4(26.3) 57.1 (26.9) 
⑤ 45.7(22.0) 12.5(11.8) 50.0(8.0) 21.1 (1.2) 5.3(6.4) 
① 55.3 (21.1) 28.1 (17.0) 36.4 (18.8) 39.8 (7.8) 23.101.5) 
② 62.9(26.5) 37.5(23.4) 40.0(30.6) 56.307.7) 35.3(26.7) 
③ 33.3 (9.5) 0.0 (2.2) 0.0 (4.3) 12.5 (1.9) 0.0 (1.7) 
④ 86.7 (26.9) 42.9 (24.7) 50.0 (35.8) 63.505.6) 71.4 (26.9) 
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表8-11 政党別接触の内容
韓国 市itl¥区 広域市・道 広j或!習 全国 世界
新韓I;TI党 24.6 (72.7) 39.0(84.2) 46.2(85.7) 34.0(91.7) 17.8(80.0) 
国民会議 20.0(59.1) 43.9 (9-1.7) 38.5(71.4) 27.8(75.0) 22.2000.0) 
自民連 16.9(50.0) 31.7 (68.4) 30.8 (57.1) 24.7(66.7) 17.8 (80.0) 
民主党 15.4 (45.5) 26.8(57.9) 30.8(57.1) 22.2(59.7) 11.1 (50.0) 
日本 市UIJ;H y~、L j五j或|盟 全国 世界
自民 45.2(83.3) :39.9(79.2) 35.1 (80.6) 32.9(86.6) 24.5(90.4) 
新進 19.1 (35.2) 22.9(45.5) 18.8(43.:3) 19.0(50.0) 1:3.5(お.5)
民主 19.1 (:35.2) 21.6 (42.9) 17.5(40.:3) 13.5(35.5) 10.4 (お 5)
共産 12.6 (23.1) 11.8 (23.4) 4.5(10.4) 5.805.3) 6.3(23.1) 
社民 16.1 (29.6) 18.3 (36.4) 15.6 (35.8) 12.0(:31.7) 8.3(30.8) 
太陽 9.507.6) 1:3.1 (26.0) 10.4(2:3.9) 9.7 (25.6) 8.:3(30.8) 









































i協調度平均値 標準偏差 N 協調度平均値 標準偏差 N 
労働自体 4.29 1.030 118 4.24 1.0570 491 
農業団体 4.31 1.074 118 4.08 0.8270 482 
経済団体 4.23 1.020 117 4.38 1.1120 498 
官僚 4.26 1.192 125 4.67 1.1900 511 
政党 4.34 0.939 114 4.35 0.8500 495 
大企業 4.05 1.099 115 4.29 1.1160 492 
マスコミ 4.73 1.162 128 4.44 0.9620 507 
文化人・学者 4.73 1.313 132 4.54 0.9780 499 
消費者団体 4.37 1.046 122 4.30 0.8620 489 
福祉団体 4.62 1.168 120 4.39 0.9080 479 
NGO・市民匝体 4.64 1.158 122 4.21 0.8280 473 
女性運動団体 4.39 1.023 115 4.16 0.7880 476 
自治体 4.51 0.998 114 4.48 0.9040 491 
外圏の政府 3.99 0.870 108 4.02 0.5830 468 
国際機関 4.14 1.027 110 4.12 0.6990 471 
外国の利益団体 3.64 1.002 22 L . ~.9l_ __0.6420_ 464 
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表8 13 自体分類×官僚との協調度
隣国 1::本
協調j支平均{ii1[ 標準偏差 N 協調f変平均値 標準偏差 N 
農業団体 4.40 0.548 5 4.86 1.0995 14 
経済団体 4.90 1.595 10 4.91 1.0540 102 
労働団体 3.00 1.871 5 3.63 1.4031 38 
教育団体 4.22 0.833 9 4.5 1.0980 66 
行政関係団体 4.29 0.951 7 5.15 はお6 55 
福祉j歪j{:本 4.20 1.033 10 4.63 1.4225 19 
専門家|主体 4.21 1.47:3 29 4.68 1.1420 62 
政治団体 4.00 4.00 1.6330 10 
ili民団体 4.20 0.862 15 4.08 0.2887 12 
宗教団体 4.00 O.加3 10 
全団体 4.26 1.192 125 4.60 1.1956 502 
表8-14 行政信頼度
韓i盟 現在 lO'Il三前信頼j支平j勾 標準編差 N 信頼度平均 標準偏差 N 
農業団体 2.88 0.991 8 3.00 1.265 6 
経済団体 2.67 1.2:34 15 2.67 1.303 12 
労{助団体 3.00 1.265 6 2.80 1.095 5 
教育団体 2.33 0.985 12 2.30 0.483 10 
行政関係!主体 2.78 1.302 9 2.80 0.837 5 
福祉i歪j{:本 2.46 0.877 13 2.10 0.876 10 
専門家団体 2.93 1.112 30 2.59 1.098 22 
政治団体 2.00 1.414 2 1.50 0.707 つ
市民団体 3.27 0.799 15 2.82 0.874 1 
宗教団体 2.53 1.007 17 2.57 1.1部 14 
全団体 2.76 1.022 159 2.59 1.031 123 
日本
現在 10'I1三前
信頼j支平均 標準偏差 N {言頼度平均 標準偏差 N 
農業団体 3.20 0.6761 15 3.13 0.8338 15 
経済iまj{:本 2.87 1.0011 111 2.80 0.98日 102 
労働団{本 2.33 0.8281 36 2.47 0.9288 34 
教育!主体 2.45 1.1323 65 2.37 1.1927 60 
行政関係団体 2.68 1.0899 63 2.75 1.1844 57 
福祉!主{本 2.63 1.2091 24 2.50 1.3572 20 
専門家自体 2.57 0.9954 63 2.43 1.0019 54 
政治団体 2.50 0.8498 10 2.38 0.7440 8 
il民団体 2.29 0.7263 14 2.00 0.8528 12 






韓国 全団体 農業団体 経済団体 労{!IVJI主体 教育団体
i位 i誼 1.00 国 1.00 IJlI 1.00 団体員 1.00 学者 1.00 
2位 マスコミ 0.84 マスコミ 0.69 団体員 0.57 マスコミ 0.64 1;[1 1.00 
3位団体員 0.84 団体員 0.69 マスコミ 0.47 専門紙 0.43 団体員 0.84 
4位専門紙 0.60 協力目i体 0.38 専門紙 0.33 協力団体 0.29 マスコミ 0.68
5位学者 0.54 専門紙 0.31 協力団体 0.13 学者 0.29 専門紙 0.53 
6位協力団体 0.45 I~I 治体 0.15 自治{本 0.07 1主! 0.21 !ih力団{本 0.21
71立自治体 。ぶi 学者 0.15 学者 0.07 1~11合{本 0.07 自治体 0.11 
創立 その他 0.12 政党 0.08 企業 0.07 地方議員 0.07 地方議員 0.05
9{ii: 間会議員 0.07 国会議員 0.00 政党 0.00 企業 0.00 企業 0.05 
10位政党 0.03 地方議員 0.00 国会議員 0.00 政党 0.00 政党 0.00 
1位企業 0.03 企業 0.00 地方議員 0.00 国会議員 0.00 国会議員 0.00
12位地方議員 0.01 その他 0.00 その他 0.00 その他 0.00 その地 0.00 
日本 全団体 農業i主体 経済i主体 労働i主体 教育団体
l位 i主i 1.00 1;[1 1.00 1;[1 1.00 専門紙 1.00 1主i 1.00 
2位団体員 0.70 自体員 0.70 団体員 0.72 1主体員 0.84 1主体員 0.92 
3位 協力目1ft: 0.66 !ih力団{本 0.67 専門紙 o.位協力団体 0.62 学者 0.86 
4位専門誌1¥ 0.64 朝刊紙 0.43 協力団体 0.51 マスコミ 0.60 専門紙 0.82 
5位マスコミ 0.43 学者 0.17 マスコミ 0.32 IJlI 0.48 マスコミ 0.63
6位学者 0.39 自治体 0.07 企業 0.18 学者 0.22 協力i主体 0.58
7位企業 0.18 国会議員 0.07 学者 0.16 企業 0.21 企業 0.32 
8位自治体 0.14 地方議員 0.07 その他 0.05 政党 0.13 その他 0.15 
9位その他 0.11 企業 0.07 自治{本 0.04 その他 0.10 自治{本 0.14 
10位 国会議員 0.04 マスコミ 0.03 政党 0.02 国会議員 0.06 政党 0.05 
11イ立 政党 0.03 政党 0.00 国会議員 0.01 自治体 0.00 国会議員 0.00
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(全国団体)
行政関係団体福祉団体 専門家団体 政治団体 市民団体 宗教団体
i主I 1.00 ml 1.00 l;il 1.00 マスコミ 1.00 マスコミ 1.00 協力団体1.00
マスコミ 0.93 マスコミ 1.00 団体員 0.82 専門紙 0.75 学者 0.70 マスコミ 0.90
専門紙 0.60 学者 0.58 専門紙 0.61 学者 0.50 専門紙 0.57 団体員 0.90 
学者 0.33 Ith力団体 0.53 学者 0.41 協力団体 0.50 I主体員 0.57 専門紙 0.71 
協力団体 0.27 専門紙 0.42 マスコミ 0.39 団{本員 0.25 協力団体 0.48 学者 0.43 
自治体 0.27 国体員 0.37 協力団体 0.35 国 0.00 I翠 0.43 その他 0.29 
自体員 0.20 その的 0.21 自治体 0.12 自治体 0.00 自治体 0.43 1;ilJ 0.14 
その他 0.13 自治体 0.16 その地 0.08 その他 0.00 国会議員 0.09 国会議員 0.14
地方議員 0.00 国会議員 0.11 国会議員 0.06 国会議員 0.00 その他 0.00 自治体 0.05 
企業 0.00 地方議員 0.00 政党 0.04 政党 0.00 政党 0.00 政党 0.00 
政党 0.00 企業 0.00 企業 0.02 企業 0.00 企業 0.00 企業 0.00 
毘会議員 0.00 政党 0.00 地方議員 0.00 地方議員 0.00 地方議員 0.00 地方議員 0.00
行政関係団体 福祉団体 専門家団体 政治団体 市民団体
国 1.00 l;il 1.00 国 1.00 マスコミ 1.00 マスコミ 1.00 
協力団体 0.36 協力団体 0.67 団体員 0.91 国会議員 0.69 協力団体 0.94
朝刊紙 0.26 マスコミ o.話学者 0.77 専門紙 0.62 学者 0.61 
自治体 0.24 学者 o.泊専門紙 0.65 学者 0.54 専門紙 0.61 
団体員 0.23 I主体員 0.26 協力自体 0.61 協力j主体 0.46 l;il 0.56 
マスコミ 0.14 専門紙 0.24 マスコミ 0.42 団体員 0.38 団体員 0.56 
企業 0.14 自治体 0.14 企業 0.16 I翠 0.31 企業 0.33 
学者 0.14 その他 0.07 自治体 0.10 企業 0.31 自治体 0.17 
その他 0.05 政党 0.03 その他 0.07 政党 0.15 その他 0.17 
国会議員 0.01 企業 0.03 国会議員 0.02 地方議員 0.15 政党 0，(あ
政党 0.01 地方議員 0.02 政党 0.01 自治体 0.00 国会議員 o.c路
地方議員 0.00 国会議員 0.00 地方議員 0.00 その他 0.00 地方議員 o.侃
表8-16 行政機関との関係
許認可 法的
行政 補助金 Ith カ・ ，ぷ思乙ノ!司L 会平民田 ポスト
規f!tJ 指導 支持 交換 iJiO室 提供
全国W(韓国) 47.6 37.6 45.0 11.1 13.2 52.9 23.8 5.3 
全i歪{本(日本) 41.2 35.7 54.8 24.4 17.9 44.8 19.9 12.6 
沿っ総I~. N=189. 日本.N=682.ただし補助金に関しては.N=438 
表8-17 規制行政
韓国 P1 P2 P3 P4 P5 p6 P7 P8 
許認可 。。。 。 Eレi
法的規制 。。 。 。 79 
行政指導 。 。。 。 85 
43 10 12 10 19 16 20 64 194 
(比率)% 22.16 5.15 6.19 5.15 9.79 8.25 10.31 32.99 100.00 
日本 P1 P2 P3 P4 P5 P6 P7 P8 正1コ入三~l"
許認可 。。。 。 279 
法的規制 。。 。 。 243 
行政指導 。 。。 。 375 
146 13 57 57 63 27 115 20-1 682 







17 (8.8) 4(2.1) 

































第8譲 与党ネットワーク:団体と政党・行政関係の日韓比較 233 
表8-19 匝体分類別に見た行政との関係
韓i翠 N 許認可 法的 行政 補助金 i窃カ・
モ.e. 、ノI司い 委員 ポスト
1五fjrJ 指導 支持 交換 派遣 提供
農業団体 8 25.0 50.0 62.5 12.5 0.0 75.0 12.5 0.0 
経済団体 17 47.l 52.9 58.8 0.0 23.5 70.6 41.2 11.8 
労働団{本 7 71.4 57.1 42.9 0.0 14.3 28.6 42.9 0.0 
教7ぎi主体 16 25.0 25.0 25.0 25.0 12.5 56.3 6.3 0.0 
行政関係自体 10 50.0 80.0 60.0 10.0 0.0 20.2 20.0 10.0 
福祉i主体 18 61.1 33.3 55.6 0.0 11.1 61.1 22.2 。。
専門家団{本 36 75.0 36.1 55.6 19.4 13.9 63.9 36.1 11.1 
政治i歪i体 2 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 。。 50.0 0.0 
市民団体 19 21.1 5.3 21.1 5.3 21.1 57.9 21.1 5.3 
宗教団体 18 33.3 38.9 16.7 l.1 5.6 22.2 11.1 5.6 
全団体 189 47.6 37.6 45.0 11.1 13.2 52.9 23.8 5.3 
1:1本 N 許認可
法的 行政 補助金 i自力・ ，高回、ノi司い 委員 ポスト
規1M 指導 支持 交換 派遣 提供
農業団体 16 68.8 50.0 87.5 42.9 68.8 81.3 37.5 37.5 
経済団体 133 45.9 39.8 66.9 12.0 19.5 73.7 33.1 13.5 
労{動団体 41 14.6 29.3 17.1 10.0 9.8 48.8 17.1 2.4 
教育団体 82 45.1 28.0 43.9 24.0 18.3 24.4 15.9 6.1 
行政関係!主{本 77 50.6 42.9 77.9 43.1 20.8 44.2 15.6 27.3 
福祉i宝J{:本 34 52.9 29.4 67.6 32.0 11.8 20.6 2.9 8.8 
専門家i主体 84 31.0 29.8 47.6 29.8 14.3 41.7 23.8 9.5 
政治団{本 10 40.0 50.0 20.0 20.0 20.0 20.0 0.0 10.0 
市民団体 16 37.5 18.8 25.0 22.2 6.3 6.3 12.5 。。





































(371) (13) (39) (14) (30) (17) (51) (48) (9) (28) (35) (110) 
玉〈三貝同 8.89 15.38 2.56 35.71 6.67 17.65 0.00 0.00 44.44 14.29 14.29 20.91 
一般 7.01 7.69 2.56 35.71 3.33 17.65 1.96 2.08 44.44 3.57 8.57 14.55 
資金 3.23 0.00 0.00 14.29 3.33 5.88 0.00 0.00 44.44 3.57 2.86 5.45 
人員 4.85 0.00 0.00 21.43 0.00 11.76 1.96 2.08 44.44 3.57 2.86 8.18 








(371) (13) (39) (14) (30) (17) (51) (48) (9) (28) (35) (110) 
新韓国党 24.26 30.77 17.95 28.57 23.33 29.41 15.69 31.25 22.22 39.29 17.14 22.73 
由民会議 22.64 23.08 17.95 64.29 16.67 17.65 19.61 22.92 11.11 35.71 20.00 24.55 
自民連 12.94 7.69 10.26 21.43 13.33 11.76 1.部 18.75 11.1 1 21.43 11.43 13.64 
民主党 11.32 7.69 7.69 21.43 10.00 11.76 5.88 12.50 0.00 21.43 5.71 10.00 





(371) (13) (39) (4) (:ぅ0) (17) (51) (48) (9) (28) (35) (110) 
新緑i王i党 19.68 46.15 12.82 42.86 16.67 23.53 13.73 18.75 22.22 32.14 14.29 19.09 
国民会議 15.90 38.46 10.26 57.14 13.33 23.53 9.80 14.58 11.11 28.57 14.29 17.27 
自民連 12.94 30.77 7.69 21.43 13.33 17.65 3.92 14.58 33.33 25.00 14.29 10.91 
民主党 9.16 15.38 5.13 14.29 6.67 17.65 l.m 12.50 22.22 25.00 8.57 7.27 






















支持 接触 支持 接fq1!
ソウ)v 7.0 14.9 79.8 10.6 9.6 86.4 9.2 4.4 83.5 13.6 2.9 
I農業 66.7 11.1 22.2 37.5 50.0 12.5 100.0 0.0 0.0 50.0 50.0 。。
経済 83.3 L1.2 12.5 82.6 8.7 8.7 95.5 4.5 0.0 86.4 13.6 0.0 
労働 70.0 10.0 20.0 63.6 18.2 18.2 81.8 18.2 0.0 54.5 36.4 9.1 
教育 86.7 0.0 13.3 86.7 6.7 6.7 85.7 14.3 0.0 78.6 21.4 0.0 
行政関係 75.0 16.7 8.3 91.7 8.3 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 。。。。
福祉 80.8 11.5 7.7 91.3 8.7 。。 79.2 12.5 8.3 87.0 8.7 4.3 
専門家 85.7 7.1 7.1 83.9 6.5 9.7 88.9 11.1 0.0 86.7 6.7 6.7 
政治 75.0 0.0 25.0 75.0 0.0 25.0 80.0 20.0 0.0 66.7 33.3 0.0 
市民 60.0 10.0 30.0 61.5 23.1 15.4 50.0 10.0 40.0 84.6 0.0 15.4 
宗教 80.0 12.0 8.0 83.3 12.5 4.2 83.3 12.5 4.2 77.3 22.7 0.0 
京畿 I 63.3 16.7 20.0 78.6 14.3 7.1 78.9 14.0 7.0 82.1 14.3 3.6 
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表8-24 自体はいくつの政党と関係を持っているか
ソウル(371) 京畿(110) 東京(1438) 茨城(197)
政党数 支持 接触 支持 接触 支持 接fiJ1! 支持 接~J!l!。 67.1 76.0 58.2 70.9 66.8 69.1 46.7 49.2 
11.6 8.4 21.8 14.5 16.7 18.5 38.6 39.1 
つ 10.0 4.3 8.2 5.5 7.6 6.2 11.7 9.1 
3 3.2 3.2 6.4 1.8 3.5 2.4 2.5 1.0 
4 5.7 5.1 0.9 4.5 2.6 1.2 0.5 0.5 
5以上 2.4 3.0 4.5 2.7 2.8 2.6 。。 1.0 
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 




































自民 新進 民主 共産 社民 太陽 さきがけ
1.00 (1.00) 0.73 (0.68) 0.58 (0.49) 0.26 (0.26) 0.45 (0.43) 0.58 (0.52) 0.52 (0.51) 
0.73 (0.68) 1.00 (1.00) 0.71 (0.68) 0.35 (0.35) 0.54 (0.60) 0.72 (0.71) 0.64 (0.68) 
0.58 (0.49) 0.71 (0.68) 1.00 (1.00) 0.41 (0.44) 0.77 (0.83) 0.66 (0.69) 0.73 (0.73) 
0.26 (0.26) 0.35 (0.35) 0.41 (0.44) 1.00 (1.0) 0.53 (0.52) 0.34 (0.43) 0.41 (0.44) 
0.45 (0.43) 0.54 (0.60) 0.77 (0.83) 0.53 (0.52) 1.00 (1.00) 0.56 (0.6) 0.68 (0.75) 
0.58 (0.52) 0.72 (0.71) 0.66 (0.69) 0.34 (0.43) 0.56 (0.66) 1.00 (1.00) 0.78 (0.84) 




新韓I~党 国民会議 自民連 民主党
ソウ)1，- 支持(執行部) -0.48 -0.25*~ -0.06 -0.18料
(一般会員) -1.69同 0.26** -0.16持宇 -0.23料
接触(執行部) -0.55 -0.16* -0.10 -0.15* 
(一般会員) -0.17* -0.19料 -0.14* -0.16ネ
京畿 支持(執行部) 0.03 -0.13 0.02 -0.15 
(一般会員) 0.00 0.06 0.07 -0.05 
接触(執行部) 0.54 -0.21 -0.06 -0.10 
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表8-28 政党・行政接触のパターン:韓屈の場合
|非接触 行政のみ 政党のみ 両方接触 N 
ソウル I 19.0 (22.0) 44.2 (38.2) 5.4 (5.4) 31.4 (34.4) 353 (1438) 
i量業 7.7 (14.3) 38.5 (22.9) 7.7(0.0) 46.2(62.9) 13(35) 
経済 7.703.9) 71.8(39.2) 0.0(5.1) 20.5 (41.8) 39(273) 
労働 1A.3(21.8) 14.304.5) 14.3(22.7) 57.1(40.9) 14(110) 
教育 30.0 (22.0) 33.3 (48.8) 3.3(4.9) 33.3(24.4) 30(123) 
行政関係 17.6(11.8) 47.1(52.2) 11.8(0.0) 23.5(36.0) 17 (36) 
福祉 21.6 (15.3) 60.8 (50.6) 5.9 (1.2) 11.8(32.9) 51 (85) 
専門家 12.5 (23.0) 52.1 (43.0) 2.1 (3.7) 33.3(30.4) 48(135) 
政治 22.2 (10.3) 22.200.3) 0.0 (24.1) 55.6 (55.2) 9(29) 
i'!i民 7.108.3) 35.7 (30.0) 7.1 (8.3) 50.0(43.3) 28(60) 
宗教 40.0(-) 31.4 (】) 5.7(-) 22.9(ー) 35ふ)





両方 行政 政党 ~I~接触
接触 のみ のみ 接触 のみ のみ
ソウル 94.7 84.5 54.2 61.0 東京 48.5 3.3 51.3 3.8 
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( 1) Okimoto (1989)，樋渡 (1991)など。産業政策とネットワークをめぐ
る議論については，建林 (19鈍) 恒)1 (1996)参照。









( 5 ) J-JIGS， K-JIGSとも質問 Q6への回答で、ある。
(6) J-JIGS， K-JIGSとも質問Q2への回答で、ある。
( 7 ) J-JIGSでは Q22，K-JIGSでは Q25への回答である。
(8) J-JIGSでは Q19，K-JIGSでは Q22への回答である。
(号) J-JIGS， K-JIGSとも質問 Q8，9への回答である。







(11) J-JIGS， K-JIGSとも質問 Q11への回答である。
(12) J-JIGS， K-JIGSとも質問 Q14へのIfi]答である。表8-10は，当時存在
した政党のうち，少なくとも lつの政党に接触している団体を<政党接触
あり団体>とみなした。
(13) J-JIGSでは Q27，K-JIGSでは Q30への回答を集計した。
(14) 子JIGSでは Q18，K-JIGSでは Q21へのIfi]答を集計した。
(15) J-JIGSでは Q22，K-JIGSでは Q25への回答である。集計にあたって，




(16) J-JIGS， K-JIGSともに Q8への回答を集計し，国との関係を開いた
(護数回答)。補助金については， J-JIGSでは Q35，K-JIGSでは Q38を利用
し，金額を開わず補助金を受けているかどうかで集計した。
242 
(17) J-JIGSでは Q15，K-JIGSでは Q16へのIfD答である。表 8-20は r非
常に頻繁Jrかなり頻繁Jrある程度Jと回答した団体の当該団体全体に占
める割合を示している。
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表 9-1 アクター影響力の評価の日韓比較(平均)
区分
!ヨ本 韓I~I jの Kの ]111員位一。) (K) )1民位 )11~i位 K)II員位
宮{京 6.32 5.21 1.11 1 5 -4 
政党 6.12 6.18 -0.CX3 2 
経済・経営者団体 5.65 5.30 0.35 3 4 
大企業 5.38 5.36 0.02 4 3 
マスコミ 5.32 6.CX3 0.75 5 2 3 
農業団体 5.22 3.07 2.14 6 15 9 
外国の政府 5.18 4.35 0.83 7 8 
閣総機関 4.臼: 4.11 0.53 8 1 -3 
自治体 4.37 4.25 0.11 9 10 
労働i歪1{:本 4.30 4.45 -0.15 10 / 3 
外i習の利益団体 4.11 3.87 0.23 1 12 
文化人・学者 3.93 4.45 -0.52 12 6 6 
消費者自体 3.89 4.33 -0.44 13 9 4 
福祉団体 3.49 3.01 0.48 14 16 -2 
NGO・市民団体・住民運動団体 3.48 3.81 -0.34 15 13 2 
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表 9-2 アクター影響力(日本)
i茎分 成分 1 成分立 成分m
i富有舘 4.023 3.698 2.184 
笥'与率(%) 26.817 24.656 14.560 
累積寄与率(%) 26.817 51.473 66.0:弘
福祉i主体 0.885 0.113 0.035 
① 
婦人・女性運動団体 0.882 0.090 0.133 
~Iõ体 flilJ権力 NGO・市民団体・住民運動団体 0.876 0.080 0.141 
構Ji完成分
消費者!主体 0.840 0.183 0.079 
文化人・学者 0.587 0.221 0.286 
自治{本 0.457 0.257 0.398 
経済・経営者団イ本 0.123 0.803 0.217 
官僚 0.023 0.787 0.341 
② 政今、持ノい 0.095 0.768 0.251 
体制権力 農業団体 0.203 0.716 0.015 
構成成分 大企業 0.085 0.672 0.325 
労働自体 0.438 0.634 -0.140 
マスコミ 0.330 0.436 0.379 
③ 国際機関 0.227 0.171 



















区分 成分 I IJX:づ士E 成分盟
国有{痘 3.749 3.657 1.924 
寄与率(%) 24.993 24.379 12.829 
累積寄与率(%) 24.993 49.372 62.201 
マスコミ 0.799 0.265 0.090 
① 
政党 0.797 0.137 0.068 
~Iミ{;j;iIlIJ ，f~1 力 大企業 0.787 0.105 0.263 
構成liX:分
経済・経営者百日本 0.718 0.175 0.241 
官僚 0.647 0.027 0.298 
文化人・学者 0.609 0.39フ 0.104 
婦人・女性運動団体 0.088 0.847 -0.017 
NGO・市民団体・住民運動|主体 0.110 0.835 -0.019 
② 福祉団体 -0.052 0.798 0.078 
{本fl，IJ権力 消費者団体 0.342 0.693 0.189 
構成成分 農業団体 0.212 0.593 0.052 
労{副I1主{本 0.336 0.558 0.080 
自治体 0.311 0.398 0.228 
③ l;m際機関 。困235 0.101 



















































































































































































































( 1 ) 多元主義と自由民主主義の関係についての筆者の整理については辻中
(1997 : 130 -132) を参照。




編 (1999a)，辻中編 (1999b) を参照。
(3 ) 辻中 (1999a: 10 ; 1999b : 15)参照。
(4) 辻中 (1999b: 15)。
( 5) 日本では， 1審議会， 2国際 IGO，3メディア， 4政府官庁， 5経済団体，
6政党(全体平均)， 7 I蛮i際NGO，8大企業， 9業種別団体， 10政府系シンク
タンク， 11NGOほかの願。韓国では， 1メデ、ィア， 2政党， 3国際 IGO，4 
政府官庁， 5審議会， (全体平均)， 6経済団体， 7政府系シンクタンク， 8国
際NGO，9NGOほか 10大企業 11業種別団体の)11員。
(6 ) 蒲島 (1990)。
(7) G.サルトーリ(1980: 23 -32)。








(11) 辻中 (1988)。村松・伊藤・辻中 (1986)。広瀬 (1981)。
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成分という来IT変数を因子と表現することもある (SPSSlnc. SPSS Base 7.5 
A戸licationGuide， 1997. SPSS lnc. Chapter 16.)。
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との接触有無)，正統化変数(行政協議)，バイアス構造化もしくは政治アク


































強い 強い程度ないない 強い 強い程度ないない
団体数 4 8 10 8 31 。 2 6 4 1 13 
農業 構成比(%) 12.9 25.8 32.3 25.8 3.2 100.0 0.0 15.4 46.2 30.8 7.7 100.0 
団体数 10 32 78 111 28 259 1 5 14 14 5 39 
経済 構成比(%) 3.9 12.4 30.1 42.9 10.8 100.0 2.6 12.8 35.9 35.9 12.8 100.0 
団体数 3 14 40 28 18 103 。 3 8 3 。14) 
労働 構成比(%) 2.9 13.6 38.8 27.2 17.5 100.0 0.0 21.4 57.1 21.4 0.0 100.0 
i主体数 2 17 36 39 22 116 。 2 11 13 3 29 
?fJ.出1弓 構成比(%) 1.7 14.7 31.0 33.6 19.0 100.0 0.0 6.9 37.9 44.8 10.3 100.0 
行政 団体数 7 14 41 39 27 128 l 1 1 3 17 
関係構成比(%) 5.5 10.9 32.0 30.5 21.1 100.0 5.9 5.9 64.7 17.7 5.9 100.0 
団体数 2 1 27 30 9 79 3 5 14 21 6 49 
福祉 構成比(%) 2.5 13.9 34.2 38.0 11.4 100.0 6.1 10.2 28.6 42.9 12.2 100.0 
団体数 フ 13 47 43 21 126 3 5 25 14 l 48 
専門家 構成比(%) 1.6 10.3 37.3 34.1 16.7 100.0 6.3 10.4 52.1 29.2 2.1 100.0 
団体数 3 3 16 6 l 29 つ 3 2 l 9 
政治 構成比(%) 10.3 10.3 55.2 20.7 3.5 100.0 22.2 33.3 22.2 11.1 11.1 100.0 
i歪イ本数 3 7 24 17 6 57 5 14 6 2 28 
市民 構成比(%) 5.3 12.3 42.1 29.8 10.5 100.0 3.6 17.9 50.0 21.4 7.1 100.0 
宗教 団体数 。。 3 5 1 9 2 3 16 8 3 32 
関連構成比(%) 0.0 0.0 33.3 55.6 11.1 100.0 6.3 9.4 50.0 25.0 9.4 100.0 
団体数 16 34 107 116 85 358 4 7 27 18 7 63 
その他 構成比(%) 4.5 9.5 29.9 32.4 23.7 100.0 6.4 11.1 42.9 28.6 11.1 100.0 
三日l' 構成団体数 52 153 429 442 219 1，295 17 41 148 105 30 341 











日本:1)経済・経営者団体， 2)農業団体， 3)労働団体， 4) 消費者団体，
5)福祉団体， 6) NGO・市民団体・住民運動団体， 7)婦人・女性運動団体。
韓密:1)経済・経営者団体， 2)労働団体， 3)消費者団体， 4) NGO・市




日本 韓国 1:1本 干寄り 無し 韓国 有り 無し
1位 農業 2.19 政治 2.44 労働 78.57 21.43 政治 75.86 24.14 
2位 政治 2.03 労働 2.00 政治 77.78 22.22 農業 70.97 29.03 
3位 市民 1.72 専門家 1.90 行政関係 76.47 23.53 市民 59.65 40.35 
4位 福祉 1.58 市民 1.89 市民 71.43 28.57 労働 55.34 44.66 
5位 労働 1.57 行政関係 1.88 専門家 68.75 31.25 福祉 50.63 49.37 
6位 経済 1.56 宗教関連 1.78 宗教関連 65.63 34.38 専門家 49.21 50.79 
7位 行政!謁係 1.49 その他 1.73 農業 61.54 38.46 行政関係 48.44 51.56 
8位 教育 1.47 農業 1.69 その他 60.32 39.68 教育 47.41 52.59 
9{立 専門家 1.46 経済 1.56 経済 51.28 48.72 経済 46.33 53.67 
10位 その他 1.39 福制 1.55 福祉 44.90 55.10 その他 43.85 56.15 
II位 宗教関連 1.22 教育 1.41 教育 44.83 55.17 宗教関連 33.33 66.67 
1.52 1.74 60.41 39.59 48.96 51.04 




























被説明変数となる「主観的な自己影響力J(日韓:Q 7 /Q 7)は，該当団




政策関心 (Q2 /Q 2) と団体の邑的 (Q3 /Q 3)は，各設問の選択肢が多
いため主成分分析により変数を再集約した。そのため，日韓の各要国(Q2/Q2， 
Q 3 /Q 3)のカテゴリー内容は棺違である。主成分分析の詳細は第12章を参
照されたい。団体のイデオロギー性向は団体の執行部(Q5 -1 /Q5 -1 )と
一般会員 (Q5 -2 /Q 5 -2 )に区分し，設問に 11.革新的な人が非常に
多い'" 3. どちらかといえば革新的な人が多いj に沼答した場合 11.革新
的J，14. 同程度jの場合 12. 間程度J，i5. どちらかといえば保守的な人が
多い'" 7. 保守的な人が非常に多しリの場合 13. 保守的j で再構成した。
つぎに，団体との「アクタ一関係Jでは，対国行政(機関)関係 (Q8 /Q 
8) ，対自治体行政(機関)関係 (Q9 /Q 9)，行政協議 (Q12/Q12)，国・
自治体(への)ロビー (Q11/Q11)，政府省庁と接触 (Q21-3 /Q24-3)に
より対行政関係を，与党と接触 (Q21-1 /Q24 -1 ) ，野党と接触 (Q21-2 
/Q24-2)により対政党関係を，マスメディアへの情報提供(Q21-11，13/Q24 




続いて，毘体の「政治行動Jは，予算活動 (Q16/Q19)，選挙活動 (Q15/Q16)， 
ロビイング全般 CQ21/Q24) を用いて，その政治行動・政治参加を示す。と










































































科学政策J. i3. 安保政策J. i4. 地域政












選択項 l~! 日 ~7 Jのrjl. どれか 1つの
回答に当てはまれば il.あるJ. どれも
なければ iO ない」
i翠・自治体の選択項iヨf1 ~ 3 Jの中，
どれか 1つに f2. ある程度J. f3. かな
り頻f葉j の答え





f4. かなりJ. fS. 非常に頻繁j の答を
「あるj。イ旦し. ロビイング全員えはi頁iヨl
~3. 1O~14の合成項目。
どれか lつに f2. 普通J. f3. 強いj
/ f2. I千i立Jf3. 賛成j の答え。
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表10-3 語体の主観的自己影響力と諸要因との関連分析用変数一覧(II)
変数名 変数(日韓) カテゴ1)ー など
績成功実 実施実績 Q28/Q31 
0 ない
1 ある
阻止・修正実績 Q29/Q32 0 ない1 ある
2 1~49 2 1~99 
3 50~99 3 100~499 
4 100~499 4 500~999 
Q32/Q35 5 500----999 Q32/Q35 5 1 ，000~4，999 
(単位人数)6 1 ，000~4，999 (所属人数計)6 5 ，000~ 19，999 
7 5，000~ 19，999 7 20，000----99，999 







(自体数) 6 50~99 
7 100----249 
8 250以上
1 0 1 0 
2 1 2 1 
3 2 3 2 
!隊員数 Q33/Q36 4 3， 4 Q33/Q36 4 3， 4 5 5~9 5 5~9 
(単位人) (常勤) 6 1O~29 (非常勤) 6 1O~29 
1) 7 30~49 7 30----49 
ソ 8 50~99 8 50----99 
9 100以上 9 100以上
ス 1 100万未満
2 1007J ~300万未満








1 0 1 0 
2 1~99万 2 1~99万
補助金
3 100万~499万 3 100万~499万
(平J!Z8年度) Q35/Q38 4 500万~999万 Q35/Q38 4 500万~9997J
CI翠から) 5 1 ，000万~1 ，999万 (自治体から)5 1，000万--1，9997]"
(I削立円) 6 2 ，000万~4，999万 6 2，000万~4，999万
7 5，0007]" ~9，999万 7 5，000万~9，999万
8 l{j意~9億9，999万 8 1億~9倍(9，999万
9 10億以上 9 10億以上
144年以前 韓国は 5カァゴ、 1)ー fl，朴政権以前
団体設立年 Q30/Q33 2 45~54年 (60年以前)J， f2. 朴政権(61~79年)J， (設立年) 3 55~74年 f3. 全政権 (80~87年)J， f4.虚政権(88
4 75~98年 ~92年)J， rS. 金政権 (93年~97年)J 
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くに，口ビイング全般の場合，上述した団体との「アクタ一関係j で与党と
接触 (Q21-1 /Q24-1 )，野党と接触 (Q21 2 /Q24-2)，政府省庁と接
触 (Q21-3 /Q24-3)，マスメディアへの情報提供 (Q21-11/Q24-11)， 
毘体の立場表明 (Q21-13/Q24-13)に加え，大衆集会の開催 (Q21-10/Q24























に有意な要因を用いて，多重分散分析 (MultipleClassification Analysis; MCA) 
を行う。






己影響力を，量的な変数と見なすこととする。 !3己影響力の有無は r0 =影
響力無し， 1 =影響力有りj で，値が大きい(すなわちモデルによる推定値
が1に近い)ほど 自己影響力があるものと解釈する。
一方，自己影響力と諸要因との関連は，相関分析，カイ 2乗検定，多重分
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ー (Q5)，アクタ一関係(密行政 (Q8)，行政協議 (Q12)，政治家を通じ
た国・自治体ロビー (Qll)，マスメディアへの情報提供 (Q21) の6要因で，
日本と類似した要因構成となっている。また， これらのうち， 自己影響力に
最も大きな影響を及ぼす要因は，日本と多少異なり 執行部のイデオロギー















































































-0.20-0.15ー 0.10-0.050.00 0.05 0.10 0.15 0.20 
内部的な経済利益組織 癌腫 0.05 
器政治的アドボカシー組織
の
l思、J 行政的な利益の組織 -0.08 
対外サービス組織
イづオー 革新的 0.p8 
ロ トQァ:1-6
ギ 同程度










なし -0 07 















































































































































4.6 1) 文化人・学者 韓国 4.9 
2)福祉団体
3) マスコミ 4.7 
4) NGO・ili民団体・住民運動団体
5) 消費者団体
6) 自治体 4.6 
7)農業団体
8) 労{必I1主{本 4.5 
9) 婦人・女性運動団体
10) 政党 4.4 
11)宮僚
12) 国際機関 4.3 
13)外国の政府 4.2 
14)経済・経営者団体
15) 大企業 4.0 
16) 外国の利益i主体 3.8 
単純Sj7.i匂料 4.5 
3) マスコミ 4.5 
4) 福祉i王l{.本
5) 宮{京 4.3







































1)農業団体 4.7 1)教育回体 5.0 
2)福祉団体 4.5 2)農業団体 4.9 
3)教育団体 4.4 3)福祉団体
4)専門家団体 4)政治団体
5)市民団体 5)市民団体 4.8 
6)経済団体 4.3 6)行政関係団体 4.7 
7)労働団体 7)専門家!主体
8)行政関係団体 8)経済団体 4.6 
9)政治団体 9)労働団体 4.1 
























労働~I主体 4.2 4.0 6.2 4.0 4.0 4.2 4.2 4.0 4.2 4.2 
農業i主体 6.0 4.0 3.9 4.1 4.0 3.8 4.0 4.1 4.1 4.1 
経済・経営者団体 4.0 5.0 3.1 4.4 4.4 4.2 4.2 4.4 3.9 4.3 
官fl'ft 4.7 4.7 3.5 4.5 5.0 4.3 4.5 4.1 3.8 4.3 
政党 4.8 4.4 4.6 4.3 4.3 4.1 4.2 5.5 4.2 4.3 
大企業 3.9 4.3 3.3 4.3 4.4 4.1 4.2 4.1 3.9 4.2 
マスコミ 4.3 4.3 4.1 4.6 4.2 4.3 4.6 4.2 4.5 4.5 
文化人・学者 4.3 4.2 4.3 4.9 4.3 4.3 4.9 4.3 4.4 4.6 
消費者団体 4.8 4.3 4.6 4.3 4.0 4.4 4.2 4.3 4.8 4.3 
福祉!主体 4.3 4.1 4.8 4.5 4.3 5.8 4.3 4.8 4.8 4.5 
NGO・市民団体・住民運動団体 4.0 4.1 4.7 4.4 3.9 4.7 4.2 4.4 5.3 4.3 
婦人・女性運動団体 4.3 4.0 4.7 4.2 3.9 4.4 4.3 4.2 4.7 4.2 
自治体 5.1 4.6 4.3 4.7 4.8 5.0 4.3 4.5 4.8 4.6 
外国の政府 3.8 4.0 3.9 4.1 4.0 4.0 4.2 3.9 4.0 4.1 
i主i際機関 3.9 4.1 4.2 4.2 4.1 3.9 4.5 4.0 4.2 4.2 
外国の利益団体 3.8 3.9 3.9 4.0 3.9 3.9 4.0 3.7 4.0 4.1 




ヲj{~9J I1I{本 正1.4 4.0 6.1 4.6 4.3 3.8 4.5 5.4 4.3 4.5 
農業団体 5.4 4.2 4.8 4.7 4.2 3.9 4.3 5.1 4.6 4.6 
経済・経営者団体 4.1 5.4 2.5 4.3 4.0 3.7 4.1 4.9 4? 4.2 
官{京 4.5 5.0 3.2 4.4 4.6 4.0 4.3 5.0 4.3 4.4 
:'J.ヂノし? 4.4 4.2 4.0 4.7 4.5 4.0 4.3 5.0 4.6 4.4 
大企業 4.0 4.6 2.3 4.3 4.3 3.8 .4.2 Ll.l 4.0 L1.0 
マスコミ 5.1 4.7 4.5 4.7 4.5 4.7 4.5 4.9 5.0 4.7 
文化人・学者 5.0 4.8 4.5 4.5 4.6 5.1 4.8 5.3 5.3 4.9 
消費者団体 5.3 4.4 4.5 4.7 4.7 4.3 L1.3 5.3 4.8 L1.7 
福祉i立!f本 5.0 4.1 4.3 5.1 4.4 6.2 4.5 4.9 4.8 4.9 
NGO・ni民団体・住民運動団体 4.6 4.3 4.5 5.J ，Q.6 4.8 4.5 4.3 5.2 L1.7 
婦人・女性運動団体 4.7 4.3 4.2 4.8 4.2 4.5 4.4 4.3 5.0 4.5 
Igl 治体 4.6 4.3 ギ1.1 5.0 5.0 5.3 4.5 3.7 4.7 4.6 
外国の政府 4.3 4.5 3.8 Ll.5 4.1 4.5 4.0 4.3 3.7 4.2 
国際機関 L1.2 4.4 4.4 4.5 4.1 4.5 4.2 L1.9 4.0 4.3 
外国の利益団体 4.0 4.2 3.3 4.0 4.5 4.0 3.4 3.0 3.6 3.8 
総平均 4.9 4.6 4.1 5.0 4.7 4.9 4.7 4.9 4.8 
関連するものがかなり含まれる。日韓ともに，近い類型のもの同士が協調度
が高いといえる。






































































































区分 成分 I 成分5 }~足分 III 成分1V
国有{薩 3.182 2.721 2.266 1.468 
寄与率(%) 21.211 18.143 15.109 9.784 
累積寄与率(%) 21.211 39.353 54.462 64.246 
① 
福祉団体 0.821 0.050 0.001 0.036 
NGO・1'1民運動・住民運動i主体 0.821 -0.108 0.216 0.119 1ド{本語IJfi1.力
女性運動団体 0.801 -0.110 0.260 0.217 
構}JX:}jX;分
消費者団体 0.739 0.021 0.040 0.239 
経済・経営者団体 -0.092 0.785 0.093 -0.007 
② 宮{京 -0.120 0.755 0.183 0.250 
w制権力 1 大企業 -0.089 0.726 0.3侃 0.085
構成成分 自治体 0.376 0.579 -0.109 0.195 
マスコミ 0.392 0.472 0.439 -0.119 
③ 
国際機関 0.124 0.099 0.872 0.143 
外閣の政府 0.074 0.143 0.843 0.179 
体fHlJ外成分
文化人・学者 0.434 0.314 0.545 -0.048 
④ 政党 0.068 0.463 -0.040 
体制権力E 農業団体 0.140 0.104 0.126 0.607 
構j主成分 労働団体 0.293 -0.263 0.158 0.603 
注)Kaiser-Meyer二Olkinfi立0.812
表1-6 団体関連の成分分析(韓笛)
区分 成分 I 成分立 成分班 成分lV 成分V
国有値 3.051 1.886 1.798 1.726 1.693 
寄与率(%) 20.341 12.570 11.989 11.508 11.307 
累積寄与率(%) 20.341 32.911 44.900 56.408 67.715 
① 
NGO・市民運動・住民運動団体 0.777 0.024 0.325 0.158 0.128 
ゴド体制権力 I
婦人・女性運動団体 0.770 0.123 0.259 0.172 0.028 
構成成分
福祉団体 0.747 0.065 0.112 0.175 0.059 
自治体 0.667 0.308 -0.108 -0.054 0.003 
② 官{奈 0.171 0.807 -0.050 0.056 0.132 
体制権力 I 経済・経営者団体 -0.066 0.745 0.131 0.426 0.024 
構成}i見分 政党 0.350 0.628 0.194 0.002 -0.050 
③ 労働団体 0.099 -0.002 0.822 -0.063 -0.013 
;iI:{判例権力 E 農業団体 0.163 0.138 0.778 0.169 0.074 
構成成分 消費者自{本 0.4日 0.099 0.484 0.267 0.079 
④ 大企業 -0.047 0.364 0.087 0.706 0.147 
体制権力耳 マスコミ 0.450 0.005 0.138 0.641 -0.054 
構成成分 文化人・学者 0.468 0.036 -0.004 0.639 0.076 
⑤{本j例外 国際機関 0.163 0.072 0.026 -0.052 
成分 タトi主!の政府 -0.021 0.035 0.055 0.173 0.893 
注)Kaiser二Meyer-Olkin値0.756
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韓国:韓国では主成分分析の結果析出された 5つの成分の累積寄与(説明)
率は68%と， これもある程度の水準を維持している。構成から見てこれもそ






区分 日本 緯i韮 成分別 代表的なi主体
Kaiser-Meyer-Olkin il[ 0.812 0.756 [=1本 韓!翠
回有値 :3.182 3.051 
笥:与率(%) 21.211 20.341 
拓¥i':Il:1市民①/① 福祉在日本 0.821 0.747 福祉1m民
;)1:体fli'HflI力 NGO・市民運動・住民運動団体 0.821 0.777 日日本 団体






i国有髄 2.721 1.886 
寄与率(%) 18.143 12.570 
②/② 
経済・経営者間体 0.785 0.745 経済/行政
{;t:ftjl]権力 l 宮僚 0.755 0.807 !謁{系!宝1{:本 経済団体
柿lit成分 大企業 0.726 (シ1.8%1
(21.1 %) 
I~I r合{本 0.579 16.2%) 
マスコミ 0.472 
政今、守ノ弓レ' 0.628 
i主j有{痘 2.266 1.696 
経j斉/
寄与率(%) 15.109 11.307 
③/⑤ 
国際機関 0.872 0.903 
専門家i主体 福祉i歪j{it:* 
{本市1]外成分




!琵有{直 1.468 1.798 
④/③ 
寄与率(%) 9.784 11.989 労{i!VJ/経済 労{!fVJ/専!弓1]家
;)H本f1j1]権力 E 政党 0.663 iま1{:オ; i主体
構成成分
農業団体 0.607 0.778 (32.7%1 (28.1 %1 
労働自体 0.603 0.822 19.0%) 15.6%) 
消費者i主体 0.484 
閤有{箆 1.726 
/④ 笥:与率(%) 11.508 専門家/市民/
体制権力日 大企業 0.706 
経済団体
構成成分 マスコミ 0.641 08.6 %/16.3%1 
文化人・学者 0.639 
14.0%) 







































































































































( 1 ) 本書第9章，辻中・桂 (1999bほか)を参照。







(4 ) 辻1=1=1 (1988: 122 -123)。伊藤 (1998: 76 -77)。
( 5) 日本 Q26，韓国 Q29は16項目のアクターカテゴリーがあるが，韓国の
16項目において欠損値が多くあったため残余のお項目で行った。
( 6 ) SPSS Inc. SPSS Base 7.5 A戸ttlicahonGuide， 1997. SPSS Inc. Chapter 160 
296 
( 7 ) 主成分分析の精度分析のーっとしてはカイ 2乗値と KMO値 (Kaiser






































































東京 ソウル 茨城 京畿道
農業 2.4 3.5 28.9キ泳 7.3 
経済 19.0 10.5 15.2 3.6 
労働 7.6 3.8 11.2 6.4 
教育 8.6 8.1 2.5 2.7 
行政 9.5 4.6 5.1 3.6 
福祉 5.9 13.7 4.6 21.8 
等1"家 9.4 l之9 4.1 7.3 
政治 2.0 2.4 2.5 0.9 
市民 4.2 7.5 3.6 16.4 
宗教* 0.8 9.4 1.0 14.5 
その他 28.2 18.6 18.8 12.7 
~Iõ該当 2.4 4.9 2.5 2.7 
ぷi二玉、1壬日l' 100 100 100 100 
N 1438 371 197 110 























東京 ソウル 茨城 京畿道
)11員位構成率 )11民位構~率 )1長位構成率 )11員位構成率
厚生・福祉・医療政策 35.6 34.8 4 33.0 1 45.5 
環境政策 つ 33.8 2 30.2 7 31.0 2 35.5 
業界の産業政策 3 33.4 4 22.4 4 33.0 12 11.8 
文教・学術・スポーツ政策 4 29.9 3 29.9 15 14.2 6 16.4 
国際交流・協力・援助成策 5 28.0 7 17.8 16 10.2 17 8.2 
財政政策 6 27.7 6 18.3 3 39.1 8 14.5 
消費者政策 7 27.1 9 14.6 7 31.0 10 12.7 
金融政策 8 25.9 8 16.7 2 41.1 15 10.0 
労働政策 9 23.2 9 14.6 9 27.4 12 11.8 
通商政策 10 22.9 11 13.5 11 22.3 21 3.6 
地域開発政策 11 19.8 5 21.6 6 32.0 3 23.6 
通信・情報政策 12 18.8 16 10.0 13 16.8 14 10.9 
土木・建設・公共事業政策 13 17.0 17 9.7 12 21.3 16 9.1 
地方行政政策 14 16.8 14 11.1 10 26.9 4 21.8 
運輸・交通政策 15 15.5 14 11.1 14 16.2 6 16.4 
科学技術政策 16 15.2 13 11.3 21 4.1 21 3.6 
農業・林業・水産政策 17 15.1 18 9.4 l 42.6 5 17.3 
外交政策 18 9.7 19 8.6 19 7.1 17 8.2 
司法・人権政策 19 9.5 12 11.3 16 10.2 10 12.7 
安全保障政策 20 7.6 22 8.1 18 7.6 17 8.2 
治安政策 21 7.0 19 8.6 19 7.1 9 13.6 
その他 22 4.5 19 8.6 22 2.0 20 4.5 
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表12-3 関心分野の主成分分析(日本)
区分 成分 I 成分E 成分nr 成分IV 成分v li!Z分¥11
i司有値 2.臼8 2.217 1.997 1.812 1.767 1.479 
寄与率(%) 11.765 10.079 9.076 8.238 8.031 6.723 
累積寄与率(%) 11.765 21.844 30.920 39.157 47.188 53.911 
通商政策 0.732 0.090 0.062 -0.107 -0.013 0.182 
金融政策 0.711 0.128 0.102 0.181 -0.052 0.052 
① 財政政策 0.620 0.140 0.198 0.324 -0.010 -0.011 
経済政策 業界の産業振興政策 0.521 -0.125 0.370 -0.112 -0.159 0.283 
消費者政策 0.483 0.067 -0.侃O 0.274 -0.114 0.480 
通信・情報政策 0.469 0.166 0.290 -0.002 0.375 -0.086 
安全保障政策 0.184 0.791 0.052 0.080 0.129 0.035 
② 
外交政策 0.248 0.713 -0.018 -0.035 0.248 -0.002 
安全政策
治安政策 0.026 0.671 0.104 0.247 -0.007 0.117 
司法・人権政策 -0.039 0.545 0.043 0.474 0.124 0.158 
その他 -0.272 0.328 0.149 -0.181 -0.256 0.018 
③ 土木・建設・公共事業政策 0.067 0.029 0.763 0.084 -0.070 0.116 
公共開発 運輸・交通政策 0.186 0.170 0.662 -0.001 0.031 -0.侃7
政策 地域開発政策 0.104 -0.068 0.571 0.265 0.179 0.325 
④ 
厚生・福祉・医療政策 0.015 0.075 -0.070 0.739 0.073 -0.087 
労働政策 0.307 0.133 0.166 0.533 -0.097 0.020 
福祉政策 地方行政政策 0.115 0.092 0.339 0.526 0.058 0.231 
⑤ 
国捺交流・協力・援助政策 -0.069 0.183 -0.024 0.073 0.749 0.079 
教育政業 文教・学術・スポーツ政策 -0.172 0.017 -0.052 0.036 0.713 0.019 
科学技術政策 0.241 0.1泊 0.323 -0.096 0.510 0.113 
@ 農業・林業・水産政策 0.074 0.102 0.039 -0.119 0.036 
環境政策 環境政策 0.108 0.090 0.279 0.191 0.196 0.578 
表12-4 関心分野の主成分分析(韓屈)
区分 成分 I 成分E 成分盗 成分IV 成分V 成分日 成分Vl
国有{痘 2.765 1.766 1.766 1.576 1.486 1.483 1.197 
寄与率(%) 12.568 8.026 8.026 7.162 6.757 6.742 5.440 
累積寄与率(%) 12.568 20.594 28.619 35.781 42.538 49.280 54.720 
金融政策 0.735 0.334 0.051 0.016 0.048 0.038 -0.025 
通商政策 0.727 0.240 -0.036 0.090 0.192 0.115 -0.021 
① 業界の産業振興政策 0.688 0.044 -0.093 0.023 0.283 0.003 0.001 
経済政策 消費者政策 0.588 -0.191 -0.085 0.019 -0.152 0.320 0.092 
財政政策 0.504 0.391 0.238 0.184 0.017 -0.017 -0.070 
労働政策 0.478 0.120 0.125 0.223 -0.235 -0.231 0.035 
② 通信・情報政策 0.206 0.694 0.012 0.152 -0.005 -0.019 -0.016 
科学政策 科学技術政策 0.167 0.664 0.045 -0.025 0.128 -0.014 0.082 
③ 治安政策
0.029 -0.035 0.740 0.003 0.027 0.075 -0.027 
安全政策
司法・人権政策 0.038 0.0泊二 0.619 0.252 -0.267 -0.034 0.127 
安全保障政策 -0.100 0.228 0.610 -0.115 0.188 -0.009 -0.005 
@ 地域開発政策 0.033 0.101 0.122 0.747 0.133 0.162 -0.025 
地域政策 地方行政政策 0.135 0.056 -0.059 0.731 0.016 -0.096 0.028 
⑤ 土木・建設・公共政策 0.128 0.205 0.073 0.286 0.615 0.052 -0.019 
公共開発 厚生・福祉・監療政策 0.038 -0.131 0.290 0.164 -0.570 0.165 -0.027 
政策 運送・交通政策 0.216 -0.099 O.泊2 0.108 0.562 -0.伯2 0.028 
@ 冨際交流・協力・援助政策 -0.080 0.273 -0.071 0.062 -0.111 0.643 0.240 
環境 農業・林業・水産政策 0.131 -0.171 -0.031 -0.174 0.021 0.572 0.229 
(1冨際) 環境政策 0.138 -0.142 0.185 0.337 -0.141 0.536 0.130 
政策 外交政策 0.036 0.416 0.291 0.068 0.196 0.451 -0.068 
⑦ その他 -0.239 0.085 -0.112 0.070 -0.157 0.010 


































j亙分 日本 緯l:il 成分別代表的i主体
Kaiser-Meyer二Olkin1直 0.820 0.739 EI本 韓国
固有{直 2.588 2.765 
笥与率(%) 11.765 12.568 
通商政策 0.732 0.727 
①/① 
金融政策 0.711 0.7:35 
経済政策
財政政策 0.620 0.504 経済 (45.5%) 帝王j斉 (41.8%) 
業界産業振興政策 0.521 0.688 
消費者政策 0.483 0.588 
通信・情報政策 0.469 
労働政策 0.478 
li有1i立 2.217 1.766 
寄与率(%) 10.079 8.026 
②/③ 
安全保障政策 0.791 0.610 ~I:営利関連 福祉/宗教
安全政策
外交政策 0.713 
治安政策 0.671 0.740 
(18.2%) (30.9%/20.0%) 
司法・人権政策 0.545 0.619 
その他 0.328 
i孟!有{直 1.766 
/② 寄与率(%) 8.026 
科学政策 通信・情報政策 0.694 
専門家 (19.1%)
科学技術政策 0.664 
i琵右自立 1.997 1.486 
③/⑤ 
寄与率(%) 9.076 6.757 
公共開発
土木・公共事業政策 0.763 0.615 経済/行政関係
専門家 (24.4%)
政策













/④ 笥.与率(%) 7.162 福祉/市民
地域政策 地j或1m発政策 0.747 (27.9%/16.3 %) 
地方行政政策 0.731 
固有{直 1.767 1.197 
寄与率(%) 8.031 5.440 
教育・その他/専
⑤/⑦ 国際交流・協力・援助政策 0.749 教育/専門家
教育政策 文教・学術・スポーツ政策 0.713 0.63-4 (23.9%/18.0%) 門家 (31.7%
科学技術政策 0.510 /13.3%) 
その他 -0.788 
!舌i有自立 1.479 1.483 
@/@ 寄与率(%) 6.723 6.742 
その他/宗教/行
環境 農業・林業・水産政策 0.739 0.572 経済/農業
(国際) 環境政策 0.578 0.53-6 (28.4%/13.9%) 政関係* (23.9% 
政策 国際交流・協力・援助政策 0.643 
/18.8%/14.6%) 
外交政策 0.451 
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表12-6 団体別，関心の高い政策の成分(東京，ソウル)
東爪 ソウル
第 第 第3 第 第 第
iE』3 第 第2 第3 第 当写 第6 第
iに〉1、
2 4 5 
成分6 
1 4 
j分式。 7 j分或; 成分 成分 j分Jt 成分 成分 成分 成分 j分或; i分Jt 成分
区分




農業団体 4 - 2 28 35 4 - つ 6 - 13 
11.4 - 2.9 - 5.7 80.0 100.0 30.8 - 7.7 - 15.4 46.2 - 100.0 
経済団体 95 16 76 16 12 57 272 23 4 - 2 5 4 l 39 
34.9 5.9 27.9 5.9 4.4 21.0 100.0 59.0 10.3 5.1 12.8 10.3 2.6 100.0 
労働問{本 15 16 14 50 6 8 109 7 1一一 4 2 14 
13.8 14.7 12.8 45.9 5.5 7.3 100.0 50.0 7.1 - - 28.6 - 14.3 100.0 
教育i主体 10 12 9 18 69 5 123 5 2 3 19 30 
8.1 9.8 7.3 14.6 56.1 4.1 100.0 - 16.7 3.3 6.7 - 10.0 63.3 100.0 
行政関係団体 17 12 31 40 13 21 134 3 2 3 2 5 2 17 
12.7 9.0 23.1 29.9 9.7 15.7 100.0 17.6 11.8 17.6 11.8 29.4 - 11.8 100.0 
福祉I~自体 5 3 1 69 5 2 85 3 5 17 12 3 7 4 51 
5.9 3.5 1.2 81.2 5.9 2.4 100.0 5.9 9.8 33.3 23.5 5.9 13.7 7.8 100.0 
専門家団体 13 16 26 15 52 13 135 6 9 6 6 1 2 8 48 
9.6 11.9 19.3 11.1 38.5 9.6 100.0 12.5 18.8 12.5 12.5 22.9 4.2 16.7 100.0 
政治団体 13 7 7 l 29 l 1- 4 3 - - 9 
- 44.8 24.1 24.1 3.4 3.4 100.0 11.1 11.1 - 44.4 33.3 - - 100.0 
市民団体 l 15 9 15 10 10 60 7 2 7 3 6 2 28 
1.7 25.0 15.0 25.0 16.7 16.7 100.0 3.6 25.0 7.1 25.0 10.7 21.4 7.1 100.0 
宗教団体 7 - 3 2 - 12 1 6 1 4 l 9 3 35 
- 58.3 - 25.0 16.7 - 100.0 2.9 17.1 31.4 1.4 2.9 25.7 8.6 100.0 
その他 49 71 48 63 117 56 404 6 7 14 4 8 1 19 69 
12.1 17.6 11.9 15.6 29.0 13.9 100.0 8.7 10.1 20.3 5.8 11.6 15.9 27.5 100.0 
209 181 222 296 289 201 1398 55 47 55 43 45 48 60 353 



















教育団体:日 (56%)韓 (63%) ともに教育政策成分に6割が含まれ，単
純である。
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安全政策成分:日本ではその他の分類に含まれる非営利団体が最高だが2割
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ギ一政治や技術・地域開発が政策の前面に出ていることが認知構造的にも把
握され r分断国家Jr後・後発発展志向型国家性Jが窺える。
( 1 ) 辻中・朴 (1998: 49 -75)。
( 2 ) 本書9章， 11章，辻中・佳 (1999a; 1999bほか)を参照。
( 3 ) 辻中(1999c)。
(4) 本書9章， 11章，辻中・佳 (1999a，1999b)。








平方キロ， 1， 2， 3次産業人E割合:東京 (0.5%，25.7 %， 72.1 %)，ソウ
ル (0.4%， 11.1%， 88.5%)，茨城 (9.7%，34.7%， 55.3%)，京畿 (3.9%，
46.9%， 49.2%)。
( 7) SPSS (1997: Chap. 16). 































































て強力に抵抗する「挑戦型 (challengertype) Jが大部分であった。 90年代に
入ってこのような挑戦型の団体が新たに作られたこともあったが， この時期
以降ほとんと、の市民運動組織は体制内 13~ ・政策レベルのイシューを提起する
ことによって「政治体の一員型 (politymember type) Jへの分化現象を見せ
た。他方，資源動員方式及び活動方式を中心に見ると i共同体型 (communal





















1999) このパラダイムは，運動組織 Csocialmovement organization: SMO) 
を，運動商品を製造する一つの工場と見なし， このような運動組織の複合体
を社会運動産業 Csocialmovement industry: SMl)と呼び，運動産業の信念が
分布している全体を運動部門 Csocialmovement sector: SMC) と設定するこ
とによって，当時アメリカの制度的で安定的な市民団体の拡張と新しい運動
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表13-2 市民自体の分野月IJ分布
分野の区分 頻度 % 
市民社会 1013 25.2 
地域i土Ir合 つつ 5.5 
社会サー ビス 743 18.5 
環境 287 7.1 
文化 634 15.8 
教育/学続 235 5.8 
宗教 107 2.7 
労働/燦民・漁民 217 5.4 
経済 501 12.5 
!主1¥祭 44 1.1 



























i茎分 会員数 常勤者数 役員数 予算額 傘下団体数
市民社会 8，130 7.17 5.91 29.875 11.62 
地j或自治 2，008 4.09 5.62 7，518 8.11 
社会サービス 7，198 9.99 6.38 64，523 10.82 
環境 3，594 4.20 6.26 16，428 11.15 
文化 4，279 6.46 6.63 36，277 11.77 
教育/学術 2，864 4.67 6.24 32，501 16.97 
宗教 7，514 7.04 7.59 31，014 12.23 
労働/燦民・漁民 16，381 6.77 6.12 51，020 33.52 
経済 2，469 13.39 6.83 122，115 39.24 
i吉際 9，213 9.68 5.5 125，331 11.43 
その他 31，462 5.36 12.88 16，966 24.80 

























[R分 経実連 参与連帯 環境運動連合 緑色連合
会員数 2万 17] 5)]3千 1755千
常勤者数 56 48 50 28 

































会員数 19鵠 1999 財政規模 19~あ 1999 
50人未満 13.5 24.9 i千万ウォン未満 9.5 20.1 
50~100人 12.2 i 千万~l掠ウォン 43.5 29.7 
101~200A 14.3 32.0 l 億~1O億ウォン 33 
201 ~500人 17.6 (l ~3倍、ウォン) 25.2 
501 ~1000人 10.7 10.4 (3~10倍、ウォン) 14.8 
1 ，OOl~ 1O，OOO人 19.3 20.8 10徳ウォン以上 14 1O.l 
1 0，01 ~ 100，000人 8.9 12.0 
100，000人以上 3.4 



























990 401 (41 %) 589(59%) 
993 409(41 %) 524(59%) 
1，899 332(18%) 1，567(82%) 
1，666 280(17%) 1，386 (83%) 





















(11{立千ウォン. ( ) ，:I;J%) 
IR分 1994 1995 1996 1997 1998 1999 
会費 26.305 50.083 29.580 97.722 195，615 380.433 
(20.3) (20.3) (13.4) (24.7) (23.0) (48.1) 
収益事業 37，日3 52，345 113，221 121，014 422，151 277.759 
(29.0) (21.2) (51.5) (30.6) (49.7) (35.0) 
賛助金及び後援金 36.047 98，230 28，649 119，714 105，314 75，182 
(27.8) (39.8) (l3.0) (30.3) (12.4) (9.5) 
その他(創立基金等) 29.773 46，533 48，631 56，496 125，659 58.366 
(23.0) (18.8) (22.1) (14.3) (14.8) (7.3) 
129，668 247，191 220，081 39-1.946 848，740 791，739 









































































主要な市民団体が追求するこのI(政策への)影響力の政治J(politics of inflψ 






























































女性 環境 人権 社会福祉 !日社会
公開討論会 8.3 13.5 5.1 20.1 7.6 
抗議集会及びデモ 10.4 10.2 8.4 8.7 13.0 
声明書発表及び署名 9.2 11.2 9.4 15.4 22.6 
新Ili及び雑誌の発行 14.9 8.9 27.9 18.0 11.8 




公開 組織内の 声名発表 集会，デモ マスコミの 団体の新出及び 教育プログラム
一 小集規ま模りの 署名運動 (参加人員) 活用回数 雑誌の数 (参加人員)





























































































































































結果をもたらす (Deutsch2000 : 25由28)。政策における競争は，市民の多様
な要求に対する政策組織の責任性と政策組織の市民に対する反応性を刺激す








ンギ 1998;ジュ・ソンス 1999;カン・ミョング 2000;ソン・ハジュン 2000; 
ジョン・スボク 2000)，NGOの実態についての個別的・総合的紹介(キム・
ジョンスン 1999;キム・ジュンギ 2000a;リ・グンジュ 2000)，海外NGO
の活動紹介(パク・フンシク 2000).NGOと政府との関係類型および関係の
あり方(キム・ヨンレ 1999;パク・サンピル 1999;クオン・ヘス 1999;キ






































ュンギ (1999: 665 -694)は政府と NGOとの間の相互依存性を基準に，相
互依存， NGOの政府依存，政府のNGO依存，相互独立と両者の関係を比較
的動態的に区分したし クォン・ヘス (1999: 333 -347)は政府と NGO(市
民団体)との呂的 手段が一致するか否かを基準に，自律，寛容，対立，抑
圧関係に区分している。そして シン・グァンヨン (1999: 29 -43)は政府
の容認如何， NGOの組織類型を基準に，包摂，対立，協調，支配関係に分類
した。一方，オゼイル (2000: 351 -369)はNGOの自主性の程度を基準に
して，包摂/無関心，後見人，対立，パートナ一関係に分けている。それら
の研究はいずれも政府と NGOの相互作用の側面に注毘したものである。最


















能している(キム・ヨンレ 1999:80)。そういう文脈で 政府と NGOの具体
的な競争関係の分析は 政策失敗の回避と政策の生産的機能の向上という意











藤 (Pondy1967 ; Campbell 1984 ;パク・ホスク 1996)，相互依存性 (Schimidt


















& Judd 2000 : 161 -163)。一方，破壊的な競争状況下での行為者たちは，勝
350 
者と敗者を前提とし，多様な可能性に自を向けることなく，自己中心的な立
場から問題解決を模索する (Deutsch2000 : 27 -28)。価値，利害の共通性よ
り相違性を強調する結果 敵対的な態度や強制力の行使に終始し，対立と葛
藤を定着させる。






























































も，第三者による仲裁は様々な状況で協力に導く方法となる (Lan1997 : 27 
-36;キム・ジュンハン 1996;キム・インチョル/チェ・ジンシク 1999: 
99 -120)。葛藤状況だけでなく競争状況下でも第三者の審判者的機能(調整
・仲裁)は合意形成に重要な役割を果たす。 Kochan& Jick (1978)は問題解
決のための第三者の役割として 交渉相手間の信頼の助成，懸案に対する正
確な理解の確保，解決策に対する障害の明確化などを挙げている。 Arunacha-

















































































































































































































































































































































































































の時期 )1員序 Action Reaction 
組織 内容 組織 内容
社会 パワー vs説得 環境連 連H~の試み 政策組織既成事実化
争点fヒ 2 パワー vs説得政策組織友好的な 環境連 問題提起と
立法の試み 代替案模索
3 説得 vsパワー政策組織既成事実化 環境連 連携形成




5 説得 vs説得 政築組織正当化のため 環境連 正当化のため
の公式的調査 の公式的な調
査
6 誘IZQvs説得 政策組織包限の試み 環境連 問題拡大及び
代替案模索




政治 8 説得 vs説得 環境連 マスコミを通 政策組織 マスコミを通 非公式的な第




9 説得 vs説得 境境連 代替案実践を 政策組織合理的な綬拠
通じた既成事 の提供
実化
10 説得 vs説得 環境連 合理的な根拠政策組織 合理的な根拠
の提供 の提供





































































( 1 ) 調整 (mediation)は第三者が参加者との間で自発的な合意を促すもの
で強制力はない。仲裁 (arbitrators)は両方に受け入れ可能な解決策を提示





(2 ) 公正性に加えて 第三者が組織性 迅速性及び専門性(サ・ドクファ
ン 1997) を備えていると もっと効果的になる。










( 7 ) 詳しくは，環境部と文化財管理局の公文を参照(環境部環評 67121-











(12) 推薦機関は環境団体 (16名).建交部 (11名)，環境部(1名人民間
委員 (6名)など委員長を含めて総計34名の中 環境連は14名を推薦した
が，それは建交部推薦委員11名を上回っている。













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































( 1 ) 近年，ヘスとペリは 現代フェミニズム運動をフェミニストによって
支持されている社会変化の呂襟と手段によって職業的フェミニズム， 自由
主義的なフェミニズム 急進的なフェミニズム そして社会主義フェミニ
ズムという 4つの類型へと区分した (Hessand Ferree 1985)。シャペズと
ドウォーキンは，女性の参与を改良的運動と革命的運動とに区別した























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































( 2 ) 日本の国土交通省に相当。








































































用いた設問は，韓国と日本の市民社会の『団体基礎構造調査~ JIGS (1997 
年)データの内， K-JIGSとJ-JIGSのそれぞれQ1Q1団体分類(被対象団体の
自己分類)， Q2Q2(団体の活動目的)， Q3Q3(団体の関心政策)， Q4Q4(団体の
法人格有無と分類)， Q6Q6 (団体の地理的活動範囲)， Q8Q8(国の行政との関
係)， Q13Q13 (新韓国党・自民党との支持関係)， Q14QJi4 (新韓国党・自民
党との接触関係)， Q13Q13; (国民会議・新進党との支持関係)， Q14Q14 (国
民会議・新進党との接触関係)， Q13Q13 (自民連・民主党との支持関係)， 
Q14Q14 (自民連・民主党との接触関係)， Q19Q16 (留の予算編成への働きか?
け)， Q22Q19 (働きかけの有効な対象)， Q24Q21 (働きかけーロピイングの































































関心分野1) 3.安保政策 Q1901) 2.する







1.内部的な経済利益の組織 裁判所(Q2213) 1.有非効有効i主体iヨ的2) 2.政治的アドボカシ一組織 2 
(Q3) 3.経済利益の組織 与党と接触 1.しない
4.対外サーピス組織 CQ2401) 2:する
1.財団法人 働き 政府省庁と接触 1.しない
法人格分類 2.社団法人 (Q2403) 2.する
(Q4) 3.その他法人 かけ 専門情報の提供' 1.しない










(Q0801) 2.受ける 第1の情報収集先(Q250l) 3.専門力家
i認の法的規制 1.受けない 4.協団体
(Q0802) 2.受ける 5.その他
国の行政指導 1.受けない 1. 44年以前
国と (Q0803) 2.受ける 設立年(Q3300) 2.45年~54年
の
留に協力 Lしない 3. 55年~74年
係関
(Q0804) 2.する 4. 75年以後






注)1.関心分野: fQ2. あなたの団体が関心のある政策……j の質問項自である rl.財政政策~22. その他j を
主成分分析により，集約したものである。
2. [主体自的:rQ3.あなたの団体の主な目的，活動は……j の質問項13である rl.会員・組合員への情報
提供~12. その他j を主成分分析により，集約したものである。
3.欠損値がある変数についてはその質問に対し，否定的と見直し. QOlOOと.Q2501は「その他j. Q 4 
は f法人絡がないj. Q080l ~ Q0807は「受けないj または fしないj. Q1311 ~ Q1313. Q1411 ~ Q1413. 
Q2401 ~ Q2414は「まったくないj. rあまりないJと共に「しないj. Ql901は「しないj. Q2211~ 
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新韓盟党i霞民会議j自民連 i予算i働きかけの
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第17]主 市民社会の団体配置構造:数量化nr類による日韓比較 435 










トするとともに(関心のある読者はぜひ辻中編2002: 318 -9， 322 -3， 326 














































第17:i1室 市民社会の団体配置構造:数量化E類による日韓比較 437 
行政 政治的消極性・行政
行政退職者ポストの提供




















































ここには，政治，市民 農業の 3匝体分類がグループをなしている。 y軸





















































































































































































第17掌 市民社会の団体配置構造:数量化医類による1:1韓比較 447 
図17-7 韓国の市民社会組織と政策過程:数量化法(林盟類)による系統樹












































































第17主 il民社会の団体配誼捕造:数量化I類による日韓比較 449 
(8) 国との(行政)関係で，行政指導など制度的公式的な関係がローカル，
協力など実質的な関係が地球化・情報志向側というのは自韓共通である。
(9) 韓国の政党は，日本と異なりすべてローカル側で 地球化・ J情報志向側
がなく，多様性が好まれないか 総保守性を示す。
(10) 最後に，設立年の規定性が日本より大きく，体制変化の意義を示唆する。
(1) 林 (1993)。三宅・中野・水野・山本 (1983)。田中・脇本 (1983)。
駒樫 (19剖)。田中・垂水・脇本 (1984)。浅野(19S6)などを参照。
( 2 ) 村松・伊藤・辻1=:1 (1986: 199 -203)。林・入山(1997: 65 71， 228 
-229)。林(1997: 108 -115) 0 Hayashi， Iriyama， and Tanaka (2000: 67 
88) 
( 3) 正確に言えば 日本0.16848 韓国0.16794で、ある。
(4) 正確には百本 0.10507 韓国0.107俗である。
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